
平成２８年度看護学教育ワークショップ 

「看護系大学を取り巻く大学改革の動向」 

文部科学省高等教育局医学教育課 

平成２８年１０月２７日（木） 



大学に関連する法令 
日本国憲法 
第二十三条  学問の自由は、これを保障する 

教育基本法（大学）  
第七条  大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深

く真理を探究して新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供すること
により、社会の発展に寄与するものとする。  
２  大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の
特性が尊重されなければならない。  

学校教育法 第一章 総則  
第一条  この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高
等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校とする。  

大学設置基準 (趣旨)  
第一条 大学(短期大学を除く。以下同じ。)は、学校教育法(昭和二十二年法律第二
十六号)その他の法令の規定によるほか、この省令の定めるところにより設置するも
のとする。 
２ この省令で定める設置基準は、大学を設置するのに必要な最低の基準とする。 
３ 大学は、この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすること
はもとより、その水準の向上を図ることに努めなければならない。 

http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000944.html
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１．はじめに 
２．復興の加速化 
３．教育再生 
教育再生は、安倍内閣の最重要課題の一つです。… 
 真の学ぶ力の育成に向けて、「学力の三要素」を育成するため、高等学校教育、大学教
育及び大学入学者選抜を一体的に改革する高大接続改革に取り組みます。 
 大学は国の知的基盤です。グローバル人材の養成、指定国立大学法人による国際競争
力の強化を進めます。地方創生を担う人材育成、イノベーション創出のための教育・研究力
強化、実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化の検討、高等専門学校や専
修学校等における教育の充実に取り組みます。 
 このためにも、国立大学法人運営費交付金や施設整備費補助金、私学助成など基盤的
経費を安定的に確保し、改革を進める大学を重点的に支援します。  
４．科学技術イノベーション 
５．スポーツ・文化 
６．終わりに 

第百九十二回国会における文部科学大臣、教育再生担当大臣挨拶（抜粋） 
平成２８年１０月１４日（金） 

「学力の三要素」とは 
① 基礎・基本的な知識・技能の習得 
② 知識・技能を活用して課題を解決するため 
に必要な思考力・判断力・表現力等 
③ 学習意欲 



大学が果たすべき機能（例） 

 世界的研究・教育拠点   
 高度専門職業人養成   
 幅広い職業人養成   
 総合的教養教育   
 特定の専門的分野(芸術、体育等)の教育研究 
 地域の生涯学習機会の拠点 
 社会貢献機能(地域貢献、産官学連携等) 

※各大学ごとに比重の置き方は異なる。その比重の置き方が各大学の個性・特色と
なり、各大学は緩やかに機能別に分化していくものと考えられる  



高等教育に関連するデータ 
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進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校） 

収容力（大学＋短大） 

現役志願率（大学＋短大） 

大学：     51.5% 
短大：      5.1% 
高専４年次：0.9% 
専門学校： 22.4% 

進学率２（大学＋短大） 
大学：51.5% 
短大： 5.1% 

大学：55.5% 
短大： 5.3% 

短大入学者数（万人） 

専門学校入学者数（万人） 

高校等卒業者数（万人） 

18歳人口（万人） 

高専４年次在学者数 

大学入学者数（万人） 

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数 
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数 
                    18歳人口 
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数  
              18歳人口 
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数 
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数 
                   当該年度の高校等卒業者数 
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数 
        当該年度の大学・短大志願者数 

出典：文部科学省「学校基本統計」、平成40年～43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」を基に作成 
                                                                                                       ※進学率、現役志願率については、少数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

１８歳人口は、平成２１～３２年頃までほぼ横ばいで推移す
るが、３３年頃から再び減少することが予測されている。 

年 

１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移 
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大学・短大数の推移（昭和４０～平成２７年度） 

【大学数（国公私立）】 
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私立（大学） 

公立（大学） 

国立（大学） 

（出典）文部科学省「学校基本調査」  

（校） 

※学生募集停止の学校も含む。 
※通信教育課程のみ置く学校は含まない。 

【近年の主な傾向】 
■四大化や廃止により短期大学数は減少。平成１３
年以降は四大・短大の合計数も減少。 
■国立大学数は平成１６年以降減少。公立大学数
は増加傾向にある。 

大学数 

2010 2000 1990 1980 1970 
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日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ 韓国 

大学数 758校 2,774校 164校 92校 395校 187校 

学生数 

（学部・大学院） 

学部257万人 

 

 

 

 

大学院27万人 

   

学部899万人 

 

 

 

 

大学院229万人 

学部186万人 

 

 

 

 

大学院54万人 

学部83万人 

大学院57万人   

学生数194万人 学部201万人 

 

 

 

 

 大学院30万人 

学部進学率 49％ 70％ 61％ 40％ 40％ 71％ 

人口1000人 

当たり学生数 

22人 

学部 20人 

大学院 2人 

39人 

学部 30人 

大学院 9人 

39人 

学部 30人 

大学院 9人 

22人 

学部 13人 

大学院 9人 

25人 

 

 

48人 

学部 41人 

大学院 6人 

一大学当たり 

学部学生数 

国立 5.2千人 

公立 1.5千人 

私立 3.4千人 

州立 8.6千人 

私立 1.5千人 
8.2千人 9.0千人 4.9千人 10.7千人 

留学生受入数 

11万人 

(その他を含め14万2000
人) 

学部  7万人  

大学院 3万9千人 

52万4千人 

学部  24万3千人 

大学院 27万7千人

33万7千人 

学部  15万3千人 

大学院 18万3千人 

20万6千人 

学部  9万人 

大学院 11万7千人 

18万人 

 

 

4万4千人 

学部  2万9千人 

大学院 1万4千人 

・日本は2011年，アメリカは2009年，イギリスは2008年，フランスは2008年，ドイツは2008年，韓国は2009年の統計を主に使用（文部科学省「教育指標の国際比較」，OECD「図表でみる教育」，各国の統計資料等を基に作成。 
・なお，18歳人口は，日本122万，アメリカ426万，イギリス81万，フランス83万，ドイツ97万，韓国65万。 
・学部・大学院への入学者に占める25歳以上の者の割合は，日本1.7%，アメリカ22% ，イギリス19.5%，ドイツ14.8%，韓国18.4% （フランスは不明。日本は「社会人入学学生数」を使用） 

パートタイムを含む パートタイムを含む 

(教会立を含
む) 

主要国の大学の現状 
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出典：OECD「Education at a Glance 2015」 

 我が国の大学進学率は上昇してきたが、OECD平均と比べて高いとは言えない。 

  注1：このデータには定義上、留学生の入学者が含まれている。 
  注2：EAG2015から、医歯薬獣等の6年制課程を含まない数値となっている。 

（2013年） 

大学進学率の国際比較 
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○ 知識基盤社会で世界的に人材需要が高度化する中、我が国では博士・修士が諸外国と比べて少ない 

（出典）日本：科学技術研究調査、アメリカ：NSF,SESTAT、その他の国：OECD 
Science,Technology and R&D Statisticsのデータ より作成 

※アメリカは2008年のデータ 
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（出典）文部科学省「諸外国の教育統計」より作成 

修士号・博士号取得者数の国際比較 
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日本の「学士」課程及び「修士」課程における入学者割合は、OECD平均と比較し非常に低く、社会人学生比率に大きな差があると推
定される。 「博士」課程においては、 OECD平均と同水準となっている。 

        
    

 

高等教育における社会人入学者の割合（国際比較）（2013年） 
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①２５歳以上の「学士」課程への入学者の
割合 

②３０歳以上の「修士」課程への入学者の割合 ③３０歳以上の「博士」課程への入学者の割合 

出典：OECD Education at a  Glance  (2015）。留学生を除いた入学者に占める25歳又は30歳以上の割合 
     ただし、日本の数値については、 ①「学校基本統計」及び文部科学省調べによる社会人入学生数（留学生を含む）。 
                           ②「学校基本統計」による修士課程及び専門職学位課程への社会人入学生数の割合。（留学生を含む） 
                           ③「学校基本統計」による博士課程への社会人入学生数の割合。（留学生を含む） 11 



大学教育改革の流れ 



我が国の学士課程に関する制度改正の主な変遷 

 学校教育法の制定  
 ※ 新たに一般教育の理念の導入（下線） 
（大学の目的） 
  大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用  
 的能力を展開させることを目的とする。 
（学士） 
  大学に４年以上在学し、一定の試験を受け、これに合格した者は、学士と称することができる。 
 ② 学士に関する事項は、監督庁がこれを定める。 
 
 大学設置基準の制定 
（学士） 
  大学は、第３２条及び前条第１項の規定による卒業の要件を備えた者に対しては、別表第４に定める学士の種類 
 のうち、その履修した専攻に応じた学士を称せしめることができる。 
  ※ 制定当時は２５種類 
 
 大学設置基準の大綱化 
 ・ 開設授業科目の科目区分（一般教育、専門教育、外国語、保健体育）を廃止。 
 ・ 科目区分別の最低取得単位数を廃止し、卒業に必要な総単位数のみ規定。 
 ・ 教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し、体系的に教育課程を 
  編成すること、教育課程の編成に当たっては、幅広く、深い教養及び総合的な判 
  断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮することという趣旨を規定。  
 
 学校教育法、学位規則の改正 
 学士を学位に位置付け 
  ※ 併せて大学設置基準上の学士の規定を削除し、学士の種類（２９種類）も廃止。 
 

 

昭和２２年 
（１９４７） 

昭和３１年 
（１９５６） 

平成３年 
（１９９１） 

進学率 制度改正等 時 期 

S38(1963) 
15％超 

S48(1973) 
30％超 

H5(1993) 
40％超 

平成１５年 
（２００３） 

学校教育法の改正、大学設置基準の準則化 
 ・「事前規制から事後確認へ」 

平成１６年 
（２００４） 

学校教育法の改正、認証評価制度の導入 
 ・自己点検・評価、結果の公表を義務化 
  ・国立大学法人評価の導入 
○第百九条 大学は、その教育研究水準の向上に資するため、文部科学大臣の定めるところにより、
当該大学の教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備（次項において「教育研究等」とい
う。）の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとする。 

医学教育課まとめ 

S32スプートニクショック 
大学の量的増加時代 

規制緩和 国際的競争の進展 社会のニーズに応える優れた人材養成が不可欠！ 



平成15年の質保証に関する制度改正の概要 

○総合規制改革会議「規制改革の推進に関する第１次答申」（平成１３年１２月） 
  高等教育における自由な競争環境の整備 
   ・大学・学部の設置規制の準則化（審査基準をあらかじめ法令上明確化）と届出制の導入 
   ・大学・学部の設置等に係る認可に対する抑制方針の見直し 
   ・第三者による継続的な評価制度の導入 

○設置認可の在り方の見直し 
・設置認可の対象の見直し（届出制の導入） 

・抑制方針の撤廃 
（医師、歯科医師等の養成分野は除く） 

・審査基準の見直し 
（審査基準をあらかじめ法令上明確化） 

○法令違反状態の大学に対する是正措置 
・段階的な是正措置の導入 
（閉鎖命令の前に改善勧告や変更命令等の是正措置を
導入） 

○第三者評価制度の導入 
・国の認証を受けた評価機関が大学を定期的
に評価 

・評価結果を公表 
（・自己点検・評価の公表を義務化（平成16
年）） 
 

【規制改革の動き】 

【中央教育審議会の提言】 

○「大学の質の保証に係る新たなシステムの構築について」（平成１４年８月 答申） 
 「国の事前規制である設置認可を弾力化し、大学が自らの判断で社会の変化等に対応して多様で特色のある教育研究活動を展開できるように
する。それとともに、大学設置後の状況について当該大学以外の第三者が客観的な立場から継続的に評価を行う体制を整備する。これらのこと
により、大学の自主性・自律性を踏まえつつ、大学の教育研究活動の質の維持向上を図り、その一層の活性化が可能となるような新たなシステ
ムを構築することとする。」 

①設置認可の見直し （平成１５年度審査（平成１６年度開設）より適用） 
○届出制度の導入 （学校教育法の改正） 
・既設の学部等の再編など、大学が授与する学位の種類と分野に変更がない場合は届出で組織改編ができるようにする。 

○抑制方針の撤廃 （審議会内規の廃止） 
・大学等の設置を抑制してきた方針を撤廃。（医師、歯科医師等の養成分野は除く。） 
・大都市圏の大学等の設置抑制を撤廃。（工業（場）等制限法の廃止に伴う措置） 

○設置審査の準則化 （省令（大学設置基準等）及び告示の改正・制定） 
・審議会内規等で定められていた審査基準について、一覧性を高め、明確化を図る観点から原則として告示以上の法令に規定し直す。 
・同時に従来の個々の基準の必要性を吟味し、整理を図る 

②認証評価制度の導入 （平成１６年度より適用） （学校教育法の改正） 
・全ての大学が７年ごとに文部科学大臣の認証を受けた認証評価機関の評価を受けることを義務付け 
・認証評価機関は評価結果を公表する。 

③法令違反状態の大学に対する段階的是正措置の導入 （平成１５年度より適用）（学校教育法の改正） 
・法令違反状態の大学に対する法的措置として、従来の「閉鎖命令」に加え、その前段階として「改善勧告」、「変更命令」、「組織の廃止命
令」を規定し、早期の改善を促す。 

・改善勧告等を行うために必要がある場合、大学に対し報告や資料提出を求められるようにする。 14 

 



我が国の学士課程に関する制度改正の主な変遷 

平成１７年 
（２００５） 

平成１８年 
（２００６） 

  教育基本法の改正 
  （大学）   
   大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して新たな知見を創造し、 
  これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与するものとする。 
   大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなければならない。 

進学率 制度改正等 時 期 

H17(2005) 
50％超 学校教育法、学位規則の改正 

  短期大学卒業者が「準学士」と称することができる制度を改め、「短期大学士」の学位を授与。 

「我が国の高等教育の将来像」（中央教育審議会答申） 
 ・高等教育機関の個性・特色の明確化（機能分化の提案） 
 ・高等教育の質の保証（学協会等の協力を得た分野別評価の積極的導入） 
 ・高等教育機関の在り方（教育の充実のため、学位を与える「課程」中心の考え方へ 
 ・早急に取り組むべき重点施策「１２の提言」 など 

平成２０年 
（２００８） 

  大学設置基準の改正 
  ・FDの義務化 
  ・教育研究目的の明示、成績評価・終了基準の明示の義務化 
  ・シラバス作成の義務化 

  「学士課程教育の構築に向けて」（中央教育審議会答申） 
  ・各専攻分野を通じて培う学士直～学士課程共通の学習成果に関する参考指針～  学士力の提示 
 ・３つのポリシーの一体的運用 

平成２３年 
（２０１１） 

平成２４年 
（２０１２） 

  「大学改革実行プラン」（平成２４年６月） 
   ・大学教育の質的転換、入試改革 
   ・グローバル人材育成、地域再生の核 
   ・国立大学改革（ミッションの再定義、再編等） 
   ・多様な特色発揮と質的充実に向けたメリハリのある私学助成 

医学教育課まとめ 

平成２５年 
（２０１３）   教育再生実行会議 提言 

  「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」（中央教育審議会答申） 
   ・能動的学習による学士課程の質的転換 
   ・学修時間確保 
   ・組織的・体系的教育課程への転換 



各専攻分野を通じて行う「学士力」 

 専攻する特定の学問分野における基本的な知識を体系的に理解する

とともに、その知識体系の意味と自己の存在を歴史・社会・自然と関連
付けて理解する。 
 

 （１）多文化・異文化に関する知識の理解 
 （２）人類の文化、社会と自然に関する知識の理解 

  知的活動でも職業生活や社会生活でも必要な技能 
 
（１）コミュニケーション・スキル 
日本語と特定の外国語を用いて、読み、書き、聞き、話すことができる 
（２）数量的スキル 
自然や社会的事象について、シンボルを活用して分析・理解・表現する
ことができる 
（３）情報リテラシー 
ＩＣＴを用いて多様な情報を収集・分析し適正に判断し、モラルに則り効
果的に活用することができる 
（４）論理的思考力 
情報や知識を複眼的、論理的に分析し、表現できる 
（５）問題解決力 
問題を発見し、解決に必要な情報を収集・分析・整理し、その問題を確
実に解決できる 

 
 （１）自己管理力 
    自らを律して行動できる 
 （２）チームワーク、リーダーシップ 
   ・他者と協調・協働して行動できる 
   ・他者に方向性を示し目的の実現のために動員できる    
 （３）倫理観 
    自己の良心と社会の規範やルールに従って行動できる 
 （４）市民としての社会的責任 
    社会の一員としての意識を持ち、義務と権利を適正  
    に行使しつつ、社会の発展のために積極的に関与できる 
 （５）生涯学習力 
   卒業後も自律・自立して学習できる 

  これまでに獲得した知識・技能・態度等を総合的に活
用し、自らが立てた新たな課題にそれらを適用し、その
課題を解決する能力 

２ 汎用的技能 

１ 知識・理解 ３ 態度・志向性 

４ 総合的な学習経験と創造的思考力 

• 分野横断的に我が国の学士課程教育が共通して目指す「学習成果」についての参考指針 
   個々の大学における学位授与の方針等の作成や分野別の質保証の枠組み作りを促進・支援することを目的とする。 



、 

設置計画履行状況等調査 
（ＡＣ：アフターケア） 

設置認可 教学面の質保証 

大学教育の質保証の全体像（イメージ図） 

申請者 
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設置計画履行状況調査 
 

今後の検討課題 

す
あ
か 

 設置計画の履行状況等につい
て報告を求め、調査を実施。必
要に応じ指導・助言。 

 
 設置認可後、原則完成年度（４

年制大学の場合は４年間）まで
実施。 

 大学設置・学校法人審議会大
学設置分科会に調査結果を報
告、審議 

 留意事項を付すこととされたも
のについては、当該大学に通
知するとともに、公表 

※第８期大学分科会において継続検討 

２．認証評価制度の改善 

 平成３０年度からの第３サイクルに
向けて、認証評価制度全体の改善の
方向性のとりまとめに向け、下記の
事項を中心に更に具体的な改善方
策を検討。 
 今年度中に方向性をとりまとめ。 
【例】 
内部質保証等を重視した評価への発
展・移行、評価結果を活用した改善
の促進、認証評価機関の評価の質
の向上、評価における社会との関係
の強化、評価人材の育成、評価の効
率化 

３．質保証に関係するシステム間  
 （設置基準、設置認可、認証評  
  価等）の相互の連携の在り方 

 各制度の相互の連携や、関係の整
理をはじめ、大学教育の質保証に係
る全体的なシステムの改善充実を図
るための方策についても検討が必
要。 
 現在、上記２．の認証評価制度の
改善の検討の中で、設置計画履行
状況調査（ＡＣ）との連携についても
検討中。 

学校教育法第１５条の法的措置【勧告・命令】 

設置審へ諮問・答申。改善勧告→改善されない場合、変更命令→改善されない場合、組織の廃止命
令。 

中教審資料 

１．三つのポリシーに基づく大学 
 教育の実現 

（１）三つのポリシーの一体的な策定
の義務付け 
 

（２）三つのポリシーに関するガイドラ
インの在り方 
（３）三つのポリシーに基づく大学教育
に対する認証評価の在り方（高大接
続改革を通じた大学教育の質的転換
を推進するための評価の在り方） 
※（１）（３）は、今年度中に省令改正
予定。 

（設置審） 

学校法人運営の質保証 
学校法人運営調査 

管理 
運営面 財務面 教学面 

 日本私立学校振興・共済事業団と連携の
上、各学校法人の財務関係書類に基づく経
営状態の分析等により経営状況を把握。 
 悪化傾向にある学校法人については、経営
改善計画を作成させるなど、個別指導を実
施。 

経営状況の把握・指導 管理運営の適正化・充実 

 学校法人の管理運営組織や財務状況
等について、実態を調査するとともに、必
要な指導・助言を行うため、毎年度、学校
法人運営調査委員による実地調査を実
施。 

 管理運営に問題のある学校法人につい
ては個別に指導・助言を実施。改善が図
られない法人や著しい問題のある法人に
対しては、案件に応じて私学助成金の減
額や私学法に基づく行政処分等を含め
厳正に対処。 

国立大学法人評価（中期目標の達成状況に係る評価） 

国立大学法人評価委員会 

国立大学法人 

 業務実績報告書
提出 

（独）大学評価・学位授与機構 

※評価結果は公表され、次期の中期目標・中期計画の内容や運営費交付金等の算定に反映される。 

 各事業年度の業績を評価（主として業務運営、財務内容等の中期計画の達成に向けた進捗状況を評価） 
 中期目標期間の業績を評価（教育研究の状況も含めた業務全般について中期目標の達成状況を評価） 

 教育研究面の評価を要請 ※中期目標期間評価のみ 

 中期目標期間の教育研究評価の結果を通知 

※同様に、公立大学法人についても別途評価制度が存在 

教育研究 
活動（Ｄ） 

自己点検・評価
（Ｃ） 

認証評価(第三者評価) 

自己改善 
（Ａ） 

各大学内での取組 
（大学内部の自律的な活動が原則） 

三つのポリシー等の教育活動
方針（P）の明確化が必要 

社会への説明・発信 

自律的な改革サイクル
の確立が必要 

連携が 
不十分 

内部質保証を重視した評価が必要 



  大学改革に関する動向 
  我が国がグローバル化、少子高齢化等の激しい変化、様々な困難

に直面する中、持続可能で活力ある社会形成のために、大学の役
割はますます重要であり、大学改革の推進が急務。   

①「大学改革実行プラン～社会の変革のエンジンとなる大学づくり～」
の策定（H24．6) 

 ② 中央教育審議会                        （H２４．8）  
 ・「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」を答申 
 ・大学入学者選抜をはじめとする高校教育と大学教育の円滑な接続

と連携の強化の方策について、高大接続特別部会で審議中。 
③産業競争力会議等 
  産業競争力会議や若者・女性活躍推進フォーラムにおいても、グ

ローバル人材育成、国立大学改革、研究力強化、社会人の学び直
し、就職時期の見直しなどを検討し、成長戦略に盛り込む予定。 

 ④教育再生実行会議         
  今後、大学の質量にわたる充実の在り方、グローバル化に対応し

た教育、大学入試の在り方などが検討課題となる予定。                             
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①大学改革実行プラン ～社会の変革のエンジンとなる大学づくり～ 全体像 

① 大学教育の質的転換と大学入試改革 
 

・ 主体的に学び・考え・行動する人材を育成する大学・大学院 
 教育への転換（学修時間の飛躍的増加、学修環境整備等） 
 

・ 高校教育の質保証とともに、意欲・能力・適性等の多面的・ 
 総合的な評価に基づく入試への転換の促進 
 

・ 産業構造の変化や新たな学修ニーズに対応した社会人の 
 学び直しの推進     等 

② グローバル化に対応した人材育成 
 

・ 拠点大学の形成・学生の双方向交流の推進（日本人学生の海外留学

の拡大，留学生の戦略的獲得）などによる，大学の国際化の飛躍的推進 
・ 入試におけるTOEFL・TOEICの活用・促進、英語による授業の倍増 
・ 産学協働によるグローバル人材・イノベーション人材の育成 
 推進（「ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ大学院」など大学院教育機能の抜本的強化） 
・ 秋入学への対応等、教育システムのグローバル化  等 

③ 地域再生の核となる大学づくり(COC (Center of 

Community)  構想の推進) 
 
 

・ 地域と大学の連携強化 
・ 大学の生涯学習機能の強化 
・ 地域の雇用創造・課題解決への貢献  等 

⑤  国立大学改革 
 

・ 国立大学の個々のミッションの再定義と「国立大学改革プラン」 
 の策定・実行 
・ 学長のリーダーシップの確立、より効果的な評価 
・ 多様な大学間連携の促進と、そのための制度的選択肢の整備 
・ 大学の枠・学部の枠を越えた再編成  等 

⑥  大学改革を促すシステム・基盤整備 
 

・ 大学情報の公表の徹底（大学ポートレート），評価制度の抜本 
 改革，客観的評価指標の開発 
・ 質保証の支援のための新たな行政法人の創設  等 

⑦ 財政基盤の確立とメリハリある資金配分の実施  
  【私学助成の改善・充実～私立大学の質の促進・向上を目指して～】 
 

・ 大学の積極的経営を促進・支援 
・ 公財政支援の充実とメリハリある資源配分 
・ 多元的な資金調達の促進  等  

Ⅰ．激しく変化する社会における大学の機能の再構築 

Ⅱ．大学の機能の再構築のための大学ガバナンスの充実・強化 

⑧  大学の質保証の徹底推進 
   【私立大学の質保証の徹底推進と確立（教学・経営の両面から）】  
 

・ 設置基準・設置認可審査・アフターケア・認証評価・学校教育 
 法による是正措置を通じた大学の質保証のためのトータルシス 
 テムの確立 
・ 経営上の課題を抱える学校法人について、詳細分析・実地調査・ 
 経営指導により、早期の経営判断を促進する仕組みの確立      等   

④ 研究力強化：世界的な研究成果とイノベーションの創出 
 

・ 大学の研究力強化促進のための支援の加速化 
・ 研究拠点の形成・発展のための重点的支援 
・ 大学の研究システム・環境改革の促進，産学官連携の推進， 
 国際的な頭脳循環の推進  等 

国としての大学政策の基本方針「大学ビジョン」の策定 



②「新たな未来を開くための大学教育の質的転換に向けて」 

学士課程教育の質的転換への好循環の確立 

社会のステークホルダー 
（保護者，企業，地方公共団体，ＮＰＯ法人等） 

海  外 

教育方法の改善 
  アクティブ・ラーニングなど 
  

成績評価の厳格化 
  ＧＰＡ、多元的で質の高い   
  成績評価 など 

大  学 
「学位授与方針」 
「教育課程編成・実施の方針」 
「入学者受入れの方針」 

信 頼 
支 援 

・卒業生を社会に輩出 
・情報発信 
（自己点検・評価や認証評価の結果公
表，大学ポートレート（仮称）の活用 ） 

学  生 

主体的な学びの確立 
のための質を伴う学
修時間の増加・確保 

始 点 

全学的な教学マネジメント 

【学位プログラム】  
【学修支援環境の充実】 

参画（ｻｰﾋﾞｽﾗｰﾆﾝｸﾞ、ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ） 

高校教育と大学教育を通じた学びの質的転換 

教員の教育力の向上 
 ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメン
ト）， 
 教育に関する教員評価の実施と活
用 

  カリキュラムの体系化 
  シラバス、ナンバリング， 
  キャップ制，科目同士の整理・  
  統合と連携 など 
   

学修成果の把握 
   学修到達度を測る方法， 
   学修行動調査， 
   ルーブリックの活用 など 

信  用 国際通用性 

このような好循環
が回ることが重要 



③人材力強化のための教育戦略（25.3.15） 成長戦略における大学の役割 

とるべき成長戦略と大学の役割 

○ 個人の可能性が最大限発揮されるよう、

ひとりひとりの人材力を強化。 

○ 日本の経済再生や活力維持のため、経

済活動や研究開発を様々な側面から支

える人材を強化。 

・ 日本の成長を牽引し、 

世界で戦えるグローバル人材の育成 

・ 経済成長の種となる 

イノベーション創出を担う人材の育成 

・ 成熟社会の安定を支え 

地域に活力を生み出す人材の育成等 

○ 国内に眠る研究資源を活用し「日本発」

の新産業を創出。 

 

現状 

グローバル化とイノベーションを 
牽引する大学    産業競争力強化 

1. 少子化の急激な進行により、生産年齢人口が大きく減少。 
 
 
 
 
 
 
 
 

2. 一人あたりGDPが2000年の３位から大きく後退。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3. アジア各国が急激に経済成長する中、経済の停滞により日
本は存在感を低下させる恐れ。 

GDPの伸びと高等教育進学率（１９９０→２００９） 
  GDPの伸び   進学率 

 韓国   3.1倍 ３７％→７１％   
 中国  12.5倍 ３％→１７％（29万人→２６２万人） 

 タイ   3.1倍  １６％→４６％ 
 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ   3.1倍 ３５％→９４％ 

 日本   1.6倍 ３６％→５６％（短期大学含む） 



 スピード感を持ってグローバル化を断行し、世界と競う大
学の重点支援  

英語で授業を実施（5年で3割、10年で5割超）、 外国人・海外で学位
取得した若手の積極採用、現行制度の枠を越えた先導的取組の実現 

 日本人の海外留学の倍増  

  海外拠点を活用した戦略的な外国人留学生の獲得 
重点地域を中心に海外に「出張って」優秀な外国人留学生を獲得し、日
本企業に就業させるなど戦略的取組を促進 

 大学入試や卒業認定へのＴＯＥＦＬ等活用の飛躍的拡
充 

 未来を見据えた理工系人材育成戦略の確立企業、教育
機関、関係省庁が徹底的に議論、２０～３０年後の社会経済構造とそ

れを支える人材のポートフォリオを共有 

 技術と経営を俯瞰したビジネスモデルを創出できる人
材育成の実現（文理の枠を越えた大学院教育プログラム等 

 大学発「新」産業革命 
大学への出資金を活用した新産業創出 
国立大学からの出資による大学発ベンチャー支援 

 世界トップレベルの教育拠点・研究拠点の形成（大学ラン
キング１００位以内に日本の大学10校ランクイン） 

 

 

 

 地域活性化の核となる大学-ＣＯＣ（Center of 
Community）の整備等 地域の参画と責任の下で大学を中心に地
域人材を育成。地元自治体、商工会、NPO等の大学・高等教育機関経
営への参画も進める。 

 多忙な社会人向けにカスタマイズした社会人向け教育プ
ログラムの提供（高度人材、中核的専門人材等） 

 インターンシップの本格展開（在学中に少なくとも半数の学生が

参加することを目指す）と就職活動の早期化是正  

 

 学生を徹底して鍛える教育環境づくり（学修時間の充実に
向けた学びの質の転換）  

 …国立大学改革プランの策定（今夏予定）による抜本
的機能強化（大学・学部の枠を越えた再編成、年俸制の抜本的導
入など人事給与システムの改革、運営費交付金の配分の見直し） 

  私立大学の質保証・向上を徹底（質保証のトータルシステ
ムの充実、財政基盤の充実とメリハリある資金配分を含む） 

 高大接続、大学入試の在り方の見直し 

大学を核とした産業競争力強化プラン 

「大学力」の基盤強化 

グローバル人材の育成 
大学発の 
イノベーション創出 

KPI：１０年で２０の 
大学発新産業創出 

社会との接続・連携強化 
学び直しの促進 

KPI：大学・専門学校等の 
社会人受講者数を20万人に 

KPI：日本人留学生 
倍増(6万人→12万人) 
外国人留学生30万人 

KPI： 
英語力強化 
 TOEFL iBT  

平均80点相当  

KPI：大学ランキング 
100位以内に10校 



 
 
 
 
 
 
 

大学の役割は、教育・研究・社会貢献 

 

地域の拠点としてのCOC機能は、全ての大学に求め 

られる機能 

  

地域活性化の核となる大学の形成－COC（Center of Community）の整備等－ 

  急激な少子高齢化や地方の過疎化が進行する中、持続的に発展し、活力ある地域を目指すためには、地域 
 コミュニティの中核としての大学の機能を強化する必要がある。 

○大学の教育研究が 

 地域の課題解決に 

 十分応えていない。 

 

○学生が大学で学ん 

 だことが、地域に出 

 てから役立っていな 

 い。 

 

○地域と教員個々人と 

 のつながりはあって 

 も、大学が組織とし 

 て地域との連携に取 

 り組んでいない。 

・地域の中核となる人材養成 
・子育て支援    ・社会人の学び直し 
・商店街活性化   ・地元企業支援 

自治体、商工会、 
NPO等 

地域の教育力を大学に還元 

大学の知を地域再生･活性化に活用 

大学 

これからの地域志向の大学 

○地元自治体、商工会、

NPO等の地域の関係者

が、大学・高等教育機関

の経営に、より積極的に

参画。 

 

○地域への貢献度の抜本

的向上 

  （例） 

 ・地元のヒューマンケアサービス

人材の輩出数 

 ・地元教委の小学校教員採用

占用率 

 ・地元産業界との共同研究額 

地域と一体となった 
「地域立大学」 

 
 
 
 
 
 
 

地域と大学との 
対話・連携 

COC＝Center of Community 

これまでの大学の 
地域貢献 



 
・平成26年度予算に反映（官と民が協力した海外留学支援制度の 
 創設、スーパーグローバル大学創成支援、スーパーグローバル 
 ハイスクール等） 
・ 中教審「大学のガバナンス改革の推進について」とりまとめ 
 （平成26年2月12日） 
・ 「学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律」 
 （平成26年6月20日成立、平成27年4月1日施行） 
・小学校3年からグローバル化に対応した英語教育を行う英語教育 
 改革実施計画の公表（平成25年12月13日）、中教審に 
 「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について」 
 諮問（平成26年11月20日） 

・「いじめ防止対策推進法」成立（平成25年6月21日） 
・道徳教育用教材「私たちの道徳」の作成・配布（「心のノート」 
 の全面改訂）（平成26年度より使用開始） 
・「道徳の時間」を「特別の教科 道徳」（ 小・中学校で週１時間） 
 として新たに位置付ける学習指導要領の一部改正（平成27年3月） 

・中教審「今後の地方教育行政の在り方について(答申)」とりまとめ 
（平成25年12月13日）-教育委員会制度改革- 

・「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」
（平成26年６月13日成立、平成27年4月1日施行） 

 ・グローバル化に対応した教育環境づくりを進める 
 ・イノベーション創出のための教育・研究環境づくりを進める 
 ・学生を鍛え上げ社会に送り出す教育機能を強化 
 ・社会人の学び直し機能を強化 ・大学のガバナンス改革 

第三次提言 これからの大学教育等の在り方について 
          (平成25年5月28日) 

 ・高校教育の質の向上（達成度テスト（基礎レベル）の創設等） 
 ・大学の人材育成機能の強化 
 ・大学入学者選抜改革（達成度テスト（発展レベル）の創設、 
   多面的・総合的な選抜への転換等） 

第四次提言 高等学校教育と大学教育との接続・ 
      大学入学者選抜の在り方について 
                (平成25年10月31日) 

 ・地方教育行政の権限と責任の明確化  

第二次提言 教育委員会制度等の在り方について 
      (平成25年4月15日) 

・道徳教育の抜本的改善・充実  
・いじめ対策  
・体罰禁止の徹底 

教育再生実行会議 

 ・新しい時代にふさわしい学制（幼児教育、小中一貫教育、職業教育等） 
 ・教員免許制度の改革 ・教育を「未来への投資」として重視 

第五次提言 今後の学制等の在り方について(平成26年7月3日) 

・中教審「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等 
 学校教育、大学教育、大学入学者選抜の一体的改革について 
（答申）」とりまとめ（平成26年12月22日）、今後取り組むべき重点
施策とスケジュールを明示した「高大接続改革実行プラン」を策定
（平成27年1月16日）。「高大接続システム改革会議」において具
体的な方策について検討中。 

・中教審「子供の発達や学習者の意欲・能力等に応じた柔軟かつ 
 効果的な教育システムの構築について（答申）」とりまとめ 
（平成26年12月22日）（小中一貫教育の制度化、大学への編入学の柔軟
化等）。平成27年通常国会において、関係法律成立。 
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第一次提言 いじめの問題等への対応について(平成25年2月26日) 



・情報通信技術の進展を踏まえた生涯学習環境の整備について中
教審に諮問（平成27年4月14日） 

・文科省と厚労省の連携協議の場を設置（平成27年４月30日
～） 

・女性・高齢者・障害のある児童生徒等の学びの促進のための各
種事業を実施 

・奨学金を活用した大学生等の地方定着を促進するための新たな
仕組みの創設、地(知)の拠点となる大学への支援  

・学校と地域の連携・協働の在り方（今後のコミュニティ・ス 
クールや学校支援地域本部の在り方等）等について中教審に諮
問（平成27年４月14日） 

 
 ・誰もが「学び続け」、挑戦できる社会の実現 
 ・女性、高齢者、障害者など「全員参加型社会」の実現 
 ・教育の力による「地方創生」 

第六次提言 「学び続ける」社会、全員参加型社会、
地方創生を実現する教育の在り方につ
いて(平成27年３月４日) 

 
 ・これからの時代を見据えた教育内容・方法の革新 
    (アクティブ・ラーニングの推進、ＩＣＴ活用等) 
 ・教師に優れた人材が集まる改革 
  (育成指標の明確化、全国的な育成支援拠点の整備等) 

第七次提言 これからの時代に求められる資質・能力
と、それを培う教育、教師の在り方に
ついて(平成27年５月14日) 

・次期学習指導要領に関する中教審での審議（平成26年11月20日諮
問）の中で、教育目標・内容と学習・指導方法、学習評価の在り
方を一体として捉えた、新しい時代にふさわしい学習指導要領等
の基本的な考え方等について審議。 

・有識者会議（平成27年５月12日第1回開催）にて、いわゆる
「デジタル教科書」の位置付けや関連する教科書制度の在り方
について検討。  

・教職員やチームとしての学校の在り方に関する中教審での審議
（平成26年７月29日諮問）の中で、育成指標の明確化等につ
いて審議。 

 
 ・「幼児教育の段階的無償化及び質の向上」、「高等教育段階における
教育費負担軽減」を優先した教育投資 

 ・民間資金の活用、税制の見直し等による教育財源確保 
 ・国民の理解の醸成 

第八次提言 教育立国実現のための教育投資・教育財
源の在り方について(平成27年７月８日) 

【今後の取組予定】 
  

・提言に記載されている教育投資の施策について、できるものか
ら平成28年度概算要求に反映。 

 ・中央教育審議会において今後議論される第３期教育振興基本
計画に反映。 

・国立大学法人への個人寄附に係る税額控除の導入など、寄附金
税制の一層の拡充を要望。 

・教育投資の効果や必要性について国民への説明、理解の醸成に
取り組む。 



このため、人材育成の観点に立った現状検証に基づき、制度面を含めた総合的視点に立って変革を進めてい
く必要があるが、当面、直ちに以下の取組に着手。 

現在の課題 

○ 学部・大学院のいずれにおいても、我が国の経済成長や労働生産性の向上を支える人材の育成を重視する
大学等の層を厚くするとともに、働き手が自身のキャリアアップのためにいつでも学び直しを行うことがで
きる環境を整備していくことが必要。 

今後の方向性 

大学院段階 

  
 専門職大学院における高
度専門職業人養成機能の抜
本的強化 
○ 制度発足１０年余り経過した
ことを踏まえ、グローバル化及び
教育の質保証に対応した専門職大
学院の制度全体の検証と見直し等
を行い、高度専門職業人養成機能
の抜本的強化を図る。 

 専修学校と産業界が連携した教育体制の構築 
○ 企業・業界団体等のニーズを踏まえた専門人材の養成。 

     ○ 企業と連携しつつ学習と実践を組み合わせて行う教育システム（産学協同
教育プログラム）構築に向けたガイドラインの作成。 

 

「実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関」の制度化 
産業界と協働して教育課程を実践する新たな高等教育機関を制度化（大学体系

に位置付け、学位授与機関とすることを含めた検討）。 
○ 社会経済の変化に伴う企業からの人材需要に即応した質の高い職業人養成
の量的拡大。 

○ 高等教育体系の多様化（高校生の進路選択肢の拡充）。 
○ 社会人の学び直しに関する多様な機会の提供。 

大学学部等の段階 

 大学等におけるインターンシップの充実 
  ○ インターンシップの単位認定や、より教育効果の高いインターンシップ（中長期、有給等）の普及・促進。 

「職業実践力育成プログラム」認定制度の創設 
 ○ 大学、大学院、短期大学及び高等専門学校における実践的・専門的なプログラムを文部科学大臣が認定し、高等教育

における職業人養成機能を強化。 
  ○ これにより、①社会人の学び直しの選択肢の可視化、②大学等における社会人や企業等のニーズに応じたプログラム

の提供促進、③企業等の理解促進を図り、大学等において社会人が職業に必要な能力の向上を図る機会を拡大。  

我が国の成長のための人材育成に貢献する高等教育への転換 

平成27年6月4日産業競争力会議課題別会合（第7回）資料より 26 



 各大学の強み・特色を最大限に生かし、自ら改善・発展する仕組みを
構築することにより、持続的な「競争力」を持ち、高い付加価値を生み
出す国立大学の実現 

 第３期（平成２８年度～）の運営費交付金や評価の在り方を検討 
 学長のリーダーシップに基づく組織再編・学内資源再配分の促進  

高等教育の課題と取組の方向性 

○ 知識基盤社会の到来により、国の発展基盤として高等教育を重視することが重要 
○ 急速な少子高齢化及び労働人口の減少を踏まえ、個々人の能力や生産性の向上が不可欠 
○ 就業構造の変化に伴う人材需要の高度化によって大卒者等の養成の充実が必要 
○ 地域間格差が拡大する中で、大学の地域貢献による地方活性化が重要 
○ グローバル化の進展を踏まえた、大学の国際化への対応が急務 

高等教育の課題等 

 高等学校教育、大学教育、大学入学者選抜の一体改革 
 多面的・総合的に評価する大学入学者選抜への転換 
 新たなテスト（「高等学校基礎学力テスト（仮称）」及び「大学入学希望

者学力評価テスト（仮称）」）の創設 

 地方大学を活用した雇用創出・定住等 
  （地方公共団体と地元産業界が協力した基金の創設等） 
 COC（Center of Community）構想の推進 

 学長のリーダーシップの確立 （学長を補佐する全学的な体制の整備
等） 

 学内組織の運営・連携体制の整備 （教授会の役割の明確化等）  

国立大学の機能強化 

大学のガバナンス改革 

地域社会の中核としての大学の機能強化 

取組の方向性 
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高大接続改革 

 教育環境・教育内容の国際化の推進 
     （スーパーグローバル大学創成支援等） 
 双方向の留学生交流の戦略的推進 
  （トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム等） 

大学の国際化の推進 

 主体的な学びの確立に向けた大学教育の質的転換 
 大学評価の改善（学修成果に重点を置いた評価等） 
 成長を牽引するトップ人材の育成（大学院教育の抜本的改革） 
 産業構造の変化や新たな学修ニーズに対応した社会人の学び直しの

推進 

大学の教育研究機能の強化 

 人口減少の克服に向けた私立大学への支援 
 少子化による経営環境の悪化を踏まえた学校法人に対する経営指

導・支援の充実 

私立大学の振興 

 大学等奨学金事業の充実・推移 
 より柔軟な「所得連動変換方奨学金制度」の導入に向けた対応の加

速 

奨学金事業 



今後の高等教育政策の在り方について（当面の検討事項） 
 第３期教育振興基本計画の策定に向けた当面の主な検討事項について（抜粋） 
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 検討事項① 2030年以降の社会の変化を見据えた教育の目指すべき姿 
 ・2030年以降の社会の姿をどのように捉えるか。 
  また，そのような社会の姿を見据え，未来を生き抜く自立した人間を育成するために，教育の
目指すべき姿をどのように考えるか。 
（１）主として技術革新やグローバル化の一層の進展に伴う産業構造や社会システムの変化，女
性・高齢者等の活躍の進展等に伴う就学・就業構造の変化，国際情勢の変化等への対応について 
（２）主として子供の貧困など格差への対応，人口減少の克服や地域コミュニティの創造等につ
いて 
 
 検討事項② ①を踏まえた教育政策の基本的方針，目指すべき方向性等 
 ・2030年以降の社会の姿を見据え，未来を生き抜く自立した人間を育成するために，あらゆる教
育段階を通じて，どのような基本的な方針のもとに教育政策を進めるべきか。 
 ・また，第３期教育振興基本計画の期間中（2018年～2022年の５年間）に，あらゆる教育段階
を通じて，特にどのような方向性等を重視し，教育政策を進めるべきか。 
 
検討事項③ 教育投資の効果や必要性を社会に対して示すための方策 
 ・より効果的・効率的な教育施策の立案につなげるため、第３期教育振興基本計画の検証改善サ
イクルをどのように確立すべきか。 
・教育再生実行会議提言やG7倉敷教育大臣会合の成果文書等を踏まえ、各種教育施策の効果（社
会経済的な効果を含む。）を専門的・多角的に分析、検証するために必要なデータ・情報の体系
的な整備や実証的な研究の充実を含めた総合的な体制の在り方をどのように確立すべきか。 

平成28年９月９日中央教育審議会 大学分科会（第129回）資料 



看護系大学の現況 
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看護系大学数及び入学定員の推移 
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																														40







都道府県別看護系大学数（H28 246大学254課程） 

東京 2 95 1 80 22 2,086 25 2,261
兵庫 1 80 2 195 12 1,035 15 1,310
大阪 1 80 2 175 12 1,025 15 1,280
北海道 2 130 3 180 8 687 13 997
千葉 1 80 1 80 10 1,025 12 1,185
愛知 1 80 2 172 9 915 12 1,167
福岡 1 69 1 90 10 920 12 1,079
神奈川 0 0 2 190 10 870 12 1,060
埼玉 0 0 1 130 8 720 9 850
京都 1 70 1 85 7 555 9 710
広島 1 60 1 60 6 665 8 785
群馬 1 80 1 80 5 420 7 580
岐阜 1 80 1 80 5 400 7 560
青森 1 80 1 100 4 280 6 460
岡山 1 80 2 100 3 240 6 420
静岡 1 60 1 120 3 345 5 525
栃木 0 0 0 0 4 375 4 375
三重 1 80 1 100 2 180 4 360
新潟 1 80 1 93 2 165 4 338
奈良 0 0 1 85 3 240 4 325
宮城 1 70 1 90 2 150 4 310
石川 1 80 1 80 2 150 4 310
茨城 1 70 1 50 2 160 4 280
熊本 1 70 0 0 2 200 3 270
山梨 1 60 1 100 1 80 3 240
長野 1 70 1 80 1 90 3 240
徳島 1 70 0 0 2 170 3 240
秋田 1 70 0 0 2 150 3 220
沖縄 1 60 2 160 0 0 3 220

都道府県 山口 1 80 1 55 1 80 3 215
鹿児島 1 80 0 0 1 45 2 125 滋賀 1 60 1 70 1 80 3 210
山形 1 60 1 63 0 0 2 123 長崎 1 70 1 60 1 75 3 205
岩手 0 0 1 90 0 0 1 90 福井 1 60 2 100 0 0 3 160
福島 0 0 1 84 0 0 1 84 鳥取 1 80 0 0 1 80 2 160
富山 1 80 0 0 0 0 1 80 宮崎 1 60 1 100 0 0 2 160
和歌山 0 0 1 80 0 0 1 80 島根 1 60 1 80 0 0 2 140
佐賀 1 60 0 0 0 0 1 60 高知 1 60 1 80 0 0 2 140
計 42 2,894 48 3,842 164 14,658 254 21,394 大分 1 60 1 80 0 0 2 140

愛媛 1 60 1 75 0 0 2 135
香川 1 60 1 70 0 0 2 130

入学定員
大学

課程数

○看護系の実大学数は246大学（平成28年度4月1日現在）
である。

入学定員
大学

課程数
入学定員

国立 公立 私立 合計

都道府県

国立 公立 私立 合計

大学

課程数
入学定員

大学

課程数
国立 42大学（42課程）

公立 48大学（48課程）

私立 156大学（164課程）

地区別（ ）は、大学課程数／入学定員

北海道地区

国立（２／１３０）

公立（３／１８０）

私立（８／６８７）

東北地区

国立（４／２８０）

公立（５／４２７）

私立（８／５８０）

関東地区

国立（５／３２５）

公立（７／６１０）

私立（６１／５，６５６）

九州地区

国立（８／５２９）

公立（６／４９０）

私立（１４／１，２４０）

中部地区

国立（９／６５０）

公立（１０／８２５）

私立（２３／２，１４５）

関西地区

国立（５／３７０）

公立（９／７９０）

私立（３７／３，１１５）

中国地区

国立（５／３６０）

公立（５／２９５）

私立（１１／１，０６５）

四国地区

国立（４／２５０）

公立（３／２２５）

私立（２／１７０）
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保助看入学定員

		看護師学校・養成所の入学定員の推移

				H3		H4		H5		H6		H7		H8		H9		H10		H11		H12		H13		H14		H15		H16		H17		H18		H19		H20		H21		H22		H23		H24		H25		H26		H27

		厚労省指定専修・各種学校 アツシ ロウ ショウ シテイ センシュウ カクシュ ガッコウ		31,172		33,048		35,120		36,391		37,700		38,477		38,273		38,758		38,758		36,942		35,875		35,000		35,342		34,095		37,249		35,267		35,271		36,011		36,510		35,853		35,403		35,916		36,181		36,447

		文科省指定専修学校 モン カ ショウ シテイ センシュウ ガッコウ		1,960		1,990		1,890		1,890		1,800		1,700		1,580		1,450		1,370		1,150		1,230		1,210		1,210		1,240		1,170		1,170		1,000		1,030		1,050		970		1,020		1,020		1,020		940

文部科学省: motani:150316
1020→940


		高等学校（５年一貫制・専攻科） コウトウ ガッコウ ネン イッカン セイ センコウカ		1,825		1,965		2,210		2,290		2,370		2,435		2,475		2,475		2,635		2,715		2,915		6,330		6,330		6,300		3,975		3,965		4,005		3,920		4,170		4,170		4,250		4,250		4,320		4,420

		短期大学（2年課程・３年課程） タンキ ダイガク ネン カテイ ネン カテイ		5,090		5,070		5,150		5,260		5,680		5,910		6,040		5,780		5,550		5,150		4,880		4,220		3,640		3,010		2,690		3,030		2,620		2,550		2,670		2,560		2,580		2,420		2,230		1,980

文部科学省: motani:150316
2080→1980

		大学　 ダイガク		558		748		1,198		1,778		2,448		2,838		3,328		4,253		5,125		5,950		6,430		7,040		7,680		8,869		9,544		11,069		12,223		13,108		14,192		15,394		15,959		16,876		17,779		19,454

		合計 ゴウケイ		40,605		42,821		45,568		47,609		49,998		51,360		51,696		52,716		53,438		51,907		51,330		53,800		54,202		53,514		54,808		54,501		55,119		56,619		58,592		58,947		59,212		60,482		61,530		63,241		0

		厚労省指定専修・各種学校 アツシ ロウ ショウ シテイ センシュウ カクシュ ガッコウ		76.8%		77.2%		77.1%		76.4%		75.4%		74.9%		74.0%		73.5%		72.5%		71.2%		69.9%		65.1%		65.2%		63.7%		68.0%		64.7%		64.0%		63.6%		62.3%		60.8%		59.8%		59.4%		58.8%		57.6%		ERROR:#DIV/0!

		文科省指定専修学校 モン カ ショウ シテイ センシュウ ガッコウ		4.8%		4.6%		4.1%		4.0%		3.6%		3.3%		3.1%		2.8%		2.6%		2.2%		2.4%		2.2%		2.2%		2.3%		2.1%		2.1%		1.8%		1.8%		1.8%		1.6%		1.7%		1.7%		1.7%		1.5%		ERROR:#DIV/0!

		高等学校（５年一貫制・専攻科） コウトウ ガッコウ ネン イッカン セイ センコウカ		4.5%		4.6%		4.8%		4.8%		4.7%		4.7%		4.8%		4.7%		4.9%		5.2%		5.7%		11.8%		11.7%		11.8%		7.3%		7.3%		7.3%		6.9%		7.1%		7.1%		7.2%		7.0%		7.0%		7.0%		ERROR:#DIV/0!

		短期大学（2年課程・３年課程） タンキ ダイガク ネン カテイ ネン カテイ		12.5%		11.8%		11.3%		11.0%		11.4%		11.5%		11.7%		11.0%		10.4%		9.9%		9.5%		7.8%		6.7%		5.6%		4.9%		5.6%		4.8%		4.5%		4.6%		4.3%		4.4%		4.0%		3.6%		3.1%		ERROR:#DIV/0!

		大学　 ダイガク		1.4%		1.7%		2.6%		3.7%		4.9%		5.5%		6.4%		8.1%		9.6%		11.5%		12.5%		13.1%		14.2%		16.6%		17.4%		20.3%		22.2%		23.2%		24.2%		26.1%		27.0%		27.9%		28.9%		30.8%		ERROR:#DIV/0!





		保健師学校・養成所の入学定員の推移 ホケンシ

				H3		H4		H5		H6		H7		H8		H9		H10		H11		H12		H13		H14		H15		H16		H17		H18		H19		H20		H21		H22		H23		H24		H25		H26		H26

		厚労省指定専修・各種学校 アツシ ロウ ショウ シテイ センシュウ カクシュ ガッコウ		1,750		1,660		1,660		1,660		1,682		1,605		1,525		1,655		1,685		1,590		1,430		1,370		1,080		1,020		1,080		940		1,020		1,245		1,235		1,220		1,065		885		765		765

		短期大学専攻科 タンキ ダイガク センコウカ		260		335		355		365		385		465		540		655		730		665		670		620		620		565		485		390		400		315		185		185		180		180		165		135

文部科学省: motani:150316
165→135

		大学　 ダイガク		518		708		1,158		1,738		2,408		2,798		3,288		4,213		5,085		5,910		6,410		7,020		7,660		8,869		9,544		11,069		12,223		13,108		14,192		15,394		15,769		15,709		16,272		17,592

文部科学省: motani:150316
17392→17592

		大学院 ダイガクイン																																										5		5		7		23

		合計 ゴウケイ		2,528		2,703		3,173		3,763		4,475		4,868		5,353		6,523		7,500		8,165		8,510		9,010		9,360		10,454		11,109		12,399		13,643		14,668		15,612		16,799		17,019		16,779		17,209		18,515		0

		厚労省指定専修・各種学校 アツシ ロウ ショウ シテイ センシュウ カクシュ ガッコウ		69.2%		61.4%		52.3%		44.1%		37.6%		33.0%		28.5%		25.4%		22.5%		19.5%		16.8%		15.2%		11.5%		9.8%		9.7%		7.6%		7.5%		8.5%		7.9%		7.3%		6.3%		5.3%		4.4%		4.1%		ERROR:#DIV/0!

		短期大学専攻科 タンキ ダイガク センコウカ		10.3%		12.4%		11.2%		9.7%		8.6%		9.6%		10.1%		10.0%		9.7%		8.1%		7.9%		6.9%		6.6%		5.4%		4.4%		3.1%		2.9%		2.1%		1.2%		1.1%		1.1%		1.1%		1.0%		0.7%		ERROR:#DIV/0!

		大学　 ダイガク		20.5%		26.2%		36.5%		46.2%		53.8%		57.5%		61.4%		64.6%		67.8%		72.4%		75.3%		77.9%		81.8%		84.8%		85.9%		89.3%		89.6%		89.4%		90.9%		91.6%		92.7%		93.6%		94.6%		95.0%		ERROR:#DIV/0!

		大学院 ダイガクイン		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.1%		ERROR:#DIV/0!





		助産師学校・養成所の学校数の推移 ジョサンシ ガッコウ ガッコウスウ

				H3		H4		H5		H6		H7		H8		H9		H10		H11		H12		H13		H14		H15		H16		H17		H18		H19		H20		H21		H22		H23		H24		H25		H26		H26

		専修学校・養成所 センシュウ ガッコウ ヨウセイジョ		47		50		50		50		50		49		48		47		46		43		39		35		33		33		34		33		33		38		41		45		47		44		43		42

		短大専攻科 タンダイ センコウカ		28		29		30		30		30		31		33		35		37		35		34		32		30		28		22		18		11		9		9		7

knishio: knishio:12011
１１→７		6		6		5		4

文部科学省: motani:150316
5→4

		大学 ダイガク		5		6		9		13		18		21		26		34		40		46		53		61		69		81		86		91		97		99		96		91		81		72		73		79

		大学専攻科・別科 ダイガク センコウ カ ベッカ																														1		2		4		8		13		15		19		25		27		29

		大学院（専門職大学院含） ダイガクイン センモン ショク ダイガクイン フク																												1		2		3		5		6		7		11

knishio: knishio:12011
７→１１								

文部科学省: motani:150316
5→4		

文部科学省: motani:150316
165→135		

文部科学省: motani:150316
1020→940
		

文部科学省: motani:150316
17392→17592		

文部科学省: motani:150316
2080→1980		16		21		24		29

		合計 ゴウケイ		80		85		89		93		98		101		107		116		123		124		126		128		132		143		145		147		150		160		166		169		169		168		172		183		0

		専修学校・養成所 センシュウ ガッコウ ヨウセイジョ		58.8%		58.8%		56.2%		53.8%		51.0%		48.5%		44.9%		40.5%		37.4%		34.7%		31.0%		27.3%		25.0%		23.1%		23.4%		22.4%		22.0%		23.8%		24.7%		26.6%		27.8%		26.2%		25.0%		23.0%		ERROR:#DIV/0!

		短大専攻科 タンダイ センコウカ		35.0%		34.1%		33.7%		32.3%		30.6%		30.7%		30.8%		30.2%		30.1%		28.2%		27.0%		25.0%		22.7%		19.6%		15.2%		12.2%		7.3%		5.6%		5.4%		4.1%		3.6%		3.6%		2.9%		2.2%		ERROR:#DIV/0!

		大学 ダイガク		6.3%		7.1%		10.1%		14.0%		18.4%		20.8%		24.3%		29.3%		32.5%		37.1%		42.1%		47.7%		52.3%		56.6%		59.3%		61.9%		64.7%		61.9%		57.8%		53.8%		47.9%		42.9%		42.4%		43.2%		ERROR:#DIV/0!

		大学専攻科・別科 ダイガク センコウ カ ベッカ		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.7%		1.4%		2.7%		5.0%		7.8%		8.9%		11.2%		14.9%		15.7%		15.8%		ERROR:#DIV/0!

		専門職大学院 センモン ショク ダイガクイン		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.7%		1.4%		2.0%		3.3%		3.8%		4.2%		6.5%		9.5%		12.5%		14.0%		15.8%		ERROR:#DIV/0!



																																														最終更新日：平成２４年１２月６日 サイシュウ コウシンビ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		最終更新日：平成２６年２月２５日 サイシュウ コウシンビ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		最終更新日：平成２７年３月１６日 サイシュウ コウシンビ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		最終更新日：平成２７年３月１６日 サイシュウ コウシンビ ヘイセイ ネン ガツ ニチ

		看護系大学における文部科学大臣指定助産師学校数の推移 カンゴ ケイ ダイガク モンブ カガク ダイジン シテイ ジョサン シ ガッコウ スウ スイイ

				Ｈ３		Ｈ４		Ｈ５		Ｈ６		Ｈ７		Ｈ８		Ｈ９		Ｈ10		Ｈ11		Ｈ12		Ｈ13		Ｈ14		Ｈ15		Ｈ16		Ｈ17		Ｈ18		Ｈ19		Ｈ20		Ｈ21		Ｈ22		Ｈ23		Ｈ23		Ｈ23		Ｈ23		Ｈ23

		助産師学校指定なし ジョサン シ ガッコウ シテイ		6		8		13		18		23		26		28		31		36		40		38		35		38		37		40		53		60		73		82		92

		助産師学校指定大学（私立） ジョサンシ ガッコウ シテイ ダイガク シリツ		3		3		4		6		7		7		7		8		9		10		12		14		14		18		22		26		31		29		33		33

		助産師学校指定大学（公立） ジョサンシ ガッコウ シテイ ダイガク コウリツ		0		0		1		2		4		5		8		13		16		19		20		22		26		30		30		30		31		31		30		30

		助産師学校指定大学（国立） ジョサンシ ガッコウ シテイ ダイガク コクリツ		2		3		4		5		7		9		11		13		15		17		21		25		29		34		35		35		35		33		33		33

		看護系大学数 カンゴ ケイ ダイガク スウ		11		14		22		31		41		47		54		65		76		86		91		100		107		119		127		144		157		166		178		188		0		0		0		0		0





																																														77,429		78,911		81,939		0
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【機密性○（取扱制限）】		


厚労省指定専修・各種学校	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	31172	33048	35120	36391	37700	38477	38273	38758	38758	36942	35875	35000	35342	34095	37249	35267	35271	36011	36510	35853	35403	35916	36181	36447	文科省指定専修学校	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	1960	1990	1890	1890	1800	1700	1580	1450	1370	1150	1230	1210	1210	1240	1170	1170	1000	1030	1050	970	1020	1020	1020	940	高等学校（５年一貫制・専攻科）	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	1825	1965	2210	2290	2370	2435	2475	2475	2635	2715	2915	6330	6330	6300	3975	3965	4005	3920	4170	4170	4250	4250	4320	4420	短期大学（2年課程・３年課程）	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	5090	5070	5150	5260	5680	5910	6040	5780	5550	5150	4880	4220	3640	3010	2690	3030	2620	2550	2670	2560	2580	2420	2230	1980	大学　	

H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	558	748	1198	1778	2448	2838	3328	4253	5125	5950	6430	7040	7680	8869	9544	11069	12223	13108	14192	15394	15959	16876	17779	19454	





厚労省指定専修・各種学校	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	1750	1660	1660	1660	1682	1605	1525	1655	1685	1590	1430	1370	1080	1020	1080	940	1020	1245	1235	1220	1065	885	765	765	短期大学専攻科	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	260	335	355	365	385	465	540	655	730	665	670	620	620	565	485	390	400	315	185	185	180	180	165	135	大学　	

H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	518	708	1158	1738	2408	2798	3288	4213	5085	5910	6410	7020	7660	8869	9544	11069	12223	13108	14192	15394	15769	15709	16272	17592	大学院	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	5	5	7	23	





専修学校・養成所	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	47	50	50	50	50	49	48	47	46	43	39	35	33	33	34	33	33	38	41	45	47	44	43	42	短大専攻科	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	28	29	30	30	30	31	33	35	37	35	34	32	30	28	22	18	11	9	9	7	6	6	5	4	大学	

H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	5	6	9	13	18	21	26	34	40	46	53	61	69	81	86	91	97	99	96	91	81	72	73	79	大学専攻科・別科	

H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	1	2	4	8	13	15	19	25	27	29	大学院（専門職大学院含）	

H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	1	2	3	5	6	7	11	16	21	24	29	







保健師学校

		保健師学校・養成所の入学定員の推移 ホケンシ

				H3		H4		H5		H6		H7		H8		H9		H10		H11		H12		H13		H14		H15		H16		H17		H18		H19		H20		H21		H22		H23		H24		H25		H26

		短期大学専攻科 タンキ ダイガク センコウカ		260		335		355		365		385		465		540		655		730		665		670		620		620		565		485		390		400		315		185		185		180		180		165		165

		大学　 ダイガク		518		708		1,158		1,738		2,408		2,798		3,288		4,213		5,085		5,910		6,410		7,020		7,660		8,869		9,544		11,069		12,223		13,108		14,192		15,394		14,444		7,402		7,563		7,936

		大学院 ダイガクイン																																										5		5		7		23

		合計 ゴウケイ		778		1,043		1,513		2,103		2,793		3,263		3,828		4,868		5,815		6,575		7,080		7,640		8,280		9,434		10,029		11,459		12,623		13,423		14,377		15,579		14,629		7,587		7,735		8,124

		短期大学専攻科 タンキ ダイガク センコウカ		33.4%		32.1%		23.5%		17.4%		13.8%		14.3%		14.1%		13.5%		12.6%		10.1%		9.5%		8.1%		7.5%		6.0%		4.8%		3.4%		3.2%		2.3%		1.3%		1.2%		1.2%		2.4%		2.1%		2.0%

		大学　 ダイガク		66.6%		67.9%		76.5%		82.6%		86.2%		85.7%		85.9%		86.5%		87.4%		89.9%		90.5%		91.9%		92.5%		94.0%		95.2%		96.6%		96.8%		97.7%		98.7%		98.8%		98.7%		97.6%		97.8%		97.7%

		大学院 ダイガクイン		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.0%		0.1%		0.1%		0.3%





短期大学専攻科	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	260	335	355	365	385	465	540	655	730	665	670	620	620	565	485	390	400	315	185	185	180	180	165	165	大学　	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	518	708	1158	1738	2408	2798	3288	4213	5085	5910	6410	7020	7660	8869	9544	11069	12223	13108	14192	15394	14444	7402	7563	7936	大学院	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	5	5	7	23	









短大

		短期大学（２年課程・３年課程）の学校数と入学定員の推移 タンキ ダイガク ネン カテイ ネン カテイ ガッコウ スウ ニュウガク テイイン スイイ

				H3		H4		H5		H6		H7		H8		H9		H10		H11		H12		H13		H14		H15		H16		H17		H18		H19		H20		H21		H22		H23		H24		H25		H26

		入学定員 ニュウガク テイイン		5,090		5,070		5,150		5,260		5,680		5,910		6,040		5,780		5,550		5,150		4,880		4,220		3,640		3,010		2,690		3,030		2,620		2,550		2,670		2,560		2,580		2,420		2,230		1,980

		学校数 ガッコウ スウ		73		73		73		74		76		80		80		77		74		68		65		58		50		40		31		32		30		29		30		27		27		25		24		23



【機密性○（取扱制限）】		


入学定員	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	5090	5070	5150	5260	5680	5910	6040	5780	5550	5150	4880	4220	3640	3010	2690	3030	2620	2550	2670	2560	2580	2420	2230	1980	学校数	H3	H4	H5	H6	H7	H8	H9	H10	H11	H12	H13	H14	H15	H16	H17	H18	H19	H20	H21	H22	H23	H24	H25	H26	73	73	73	74	76	80	80	77	74	68	65	58	50	40	31	32	30	29	30	27	27	25	24	23	短期大学（２年課程・３年課程）の学校数と入学定員の推移



分布図

																																												都道府県 トドウフケン		国立 コクリツ				公立 コウリツ				私立 シリツ				合計 ゴウケイ

																																														大学
課程数 ダイガクカテイカズ		入学定員 ニュウガクテイイン		大学
課程数 ダイガクカテイカズ		入学定員 ニュウガクテイイン		大学
課程数 ダイガクカテイカズ		入学定員 ニュウガクテイイン		大学
課程数 ダイガクカテイカズ		入学定員 ニュウガクテイイン



																																										1		東京		2		95		1		80		20		1,906		23		2,081

																																										2		大阪		1		80		2		175		10		845		13		1,100

																																										3		北海道		2		130		3		180		8		687		13		997

																																										4		福岡		1		69		1		90		10		900		12		1,059

																																										5		兵庫		1		80		2		195		9		775		12		1,050

																																										6		千葉		1		80		1		80		9		905		11		1,065

																																										7		愛知		1		80		2		172		6		600		9		852

																																										8		埼玉		0		0		1		130		8		720		9		850

																																										9		神奈川		0		0		2		190		7		580		9		770

																																										10		広島		1		60		1		60		6		665		8		785

																																										11		群馬		1		80		1		80		5		420		7		580

																																										12		京都		1		70		1		85		5		395		7		550

																																										13		岐阜		1		80		1		80		4		320		6		480

																																										14		岡山		1		80		2		100		3		240		6		420

																																										15		静岡		1		60		1		120		3		345		5		525

																																										16		青森		1		80		1		100		3		200		5		380

																																										17		栃木		0		0		0		0		4		375		4		375

																																										18		三重		1		80		1		100		2		180		4		360

																																										19		新潟		1		80		1		93		2		165		4		338

																																										20		奈良		0		0		1		85		3		240		4		325

																																										21		宮城		1		70		1		90		2		150		4		310

																																										22		茨城		1		70		1		50		2		160		4		280

																																										23		熊本		1		70		0		0		2		200		3		270

																																										24		長野		1		70		1		80		1		90		3		240

																																										25		徳島		1		70		0		0		2		170		3		240

																																										26		石川		1		80		1		80		1		70		3		230

																																										27		秋田		1		70		0		0		2		150		3		220

																																										28		沖縄		1		60		2		160		0		0		3		220

																																										29		山口		1		80		1		55		1		80		3		215

																						都道府県 トドウフケン		国立 コクリツ				公立 コウリツ				私立 シリツ				合計 ゴウケイ						30		滋賀		1		60		1		70		1		80		3		210

																				41		山形		1		60		1		53		0		0		2		113				31		長崎		1		70		1		60		1		70		3		200

																				42		岩手		0		0		1		90		0		0		1		90				32		福井		1		60		2		100		0		0		3		160

																				43		福島		0		0		1		84		0		0		1		84				33		山梨		1		60		1		100		0		0		2		160

																				44		富山		1		80		0		0		0		0		1		80				34		宮崎		1		60		1		100		0		0		2		160

																				45		和歌山		0		0		1		80		0		0		1		80				35		島根		1		60		1		80		0		0		2		140

																				46		鳥取		1		80		0		0		0		0		1		80				36		高知		1		60		1		80		0		0		2		140

																				47		佐賀		1		60		0		0		0		0		1		60				37		大分		1		60		1		80		0		0		2		140

																						計		42		2,894		48		3,832		143		12,728		233		19,454				38		愛媛		1		60		1		75		0		0		2		135

																						○看護系の実大学数は226大学（平成26年度4月1日現在）である。 カンゴ ケイ ジツ ダイガクスウ ダイガク ヘイセイ ネンド ガツ ニチゲンザイ																				39		香川		1		60		1		70		0		0		2		130

																																										40		鹿児島		1		80		0		0		1		45		2		125

																						○課程数の多い順に降順に示している。 カテイ スウ オオ ジュン コウジュン シメ



																								北海道 ホッカイドウ		2		130		3		180		8		687		13				997

																								東北 トウホク		4		280		5		417		7		500		16				1,197

																								関東 カントウ		5		325		7		610		55		5,066		67				6,001

																								中部 チュウブ		9		650		10		825		17		1,590		36				3,065

																								関西 カンサイ		5		370		9		790		30		2,515		44				3,675

																								中国 チュウゴク		5		360		5		295		10		985		20				1,640

																								四国 シコク		4		250		3		225		2		170		9				645

																								九州 キュウシュウ		8		529		6		490		14		1,215		28				2,234

																								合計 ゴウケイ		42		2,894		48		3,832		143		12,728		233				19,454























【機密性○（取扱制限）】		




分布図（カラー）

																																										都道府県 トドウフケン		国立 コクリツ				公立 コウリツ				私立 シリツ				合計 ゴウケイ

																																												大学
課程数 ダイガクカテイカズ		入学定員 ニュウガクテイイン		大学
課程数 ダイガクカテイカズ		入学定員 ニュウガクテイイン		大学
課程数 ダイガクカテイカズ		入学定員 ニュウガクテイイン		大学
課程数 ダイガクカテイカズ		入学定員 ニュウガクテイイン



																																										東京		2		95		1		80		22		2,086		25		2,261

																																										兵庫		1		80		2		195		12		1,035		15		1,310

																																										大阪		1		80		2		175		12		1,025		15		1,280

																																										北海道		2		130		3		180		8		687		13		997

																																										千葉		1		80		1		80		10		1,025		12		1,185

																																										愛知		1		80		2		172		9		915		12		1,167

																																										福岡		1		69		1		90		10		920		12		1,079

																																										神奈川		0		0		2		190		10		870		12		1,060

																																										埼玉		0		0		1		130		8		720		9		850

																																										京都		1		70		1		85		7		555		9		710

																																										広島		1		60		1		60		6		665		8		785

																																										群馬		1		80		1		80		5		420		7		580

																																										岐阜		1		80		1		80		5		400		7		560

																																										青森		1		80		1		100		4		280		6		460

																																										岡山		1		80		2		100		3		240		6		420

																																										静岡		1		60		1		120		3		345		5		525

																																										栃木		0		0		0		0		4		375		4		375

																																										三重		1		80		1		100		2		180		4		360

																																										新潟		1		80		1		93		2		165		4		338

																																										奈良		0		0		1		85		3		240		4		325

																																										宮城		1		70		1		90		2		150		4		310

																																										石川		1		80		1		80		2		150		4		310

																																										茨城		1		70		1		50		2		160		4		280

																																										熊本		1		70		0		0		2		200		3		270

																																										山梨		1		60		1		100		1		80		3		240

																																										長野		1		70		1		80		1		90		3		240

																																										徳島		1		70		0		0		2		170		3		240

																																										秋田		1		70		0		0		2		150		3		220

																																										沖縄		1		60		2		160		0		0		3		220

																						都道府県 トドウフケン		国立 コクリツ				公立 コウリツ				私立 シリツ				合計 ゴウケイ						山口		1		80		1		55		1		80		3		215

																						鹿児島		1		80		0		0		1		45		2		125				滋賀		1		60		1		70		1		80		3		210

																						山形		1		60		1		63		0		0		2		123				長崎		1		70		1		60		1		75		3		205

																						岩手		0		0		1		90		0		0		1		90				福井		1		60		2		100		0		0		3		160

																						福島		0		0		1		84		0		0		1		84				鳥取		1		80		0		0		1		80		2		160

																						富山		1		80		0		0		0		0		1		80				宮崎		1		60		1		100		0		0		2		160

																						和歌山		0		0		1		80		0		0		1		80				島根		1		60		1		80		0		0		2		140

																						佐賀		1		60		0		0		0		0		1		60				高知		1		60		1		80		0		0		2		140

																						計		42		2,894		48		3,842		164		14,658		254		21,394				大分		1		60		1		80		0		0		2		140

																						○看護系の実大学数は246大学（平成28年度4月1日現在）である。 カンゴ ケイ ジツ ダイガクスウ ダイガク ヘイセイ ネンド ガツ ニチゲンザイ																				愛媛		1		60		1		75		0		0		2		135

																																										香川		1		60		1		70		0		0		2		130













































【機密性○（取扱制限）】		


　国立　42大学（42課程）

　公立　48大学（48課程）

　私立　156大学（164課程）

地区別（　）は、大学課程数／入学定員

北海道地区
国立（２／１３０）
公立（３／１８０）
私立（８／６８７）

東北地区
国立（４／２８０）
公立（５／４２７）
私立（８／５８０）

関東地区
国立（５／３２５）
公立（７／６１０）
私立（６１／５，６５６）

九州地区
国立（８／５２９）
公立（６／４９０）
私立（１４／１，２４０）

中部地区
国立（９／６５０）
公立（１０／８２５）
私立（２３／２，１４５）

関西地区
国立（５／３７０）
公立（９／７９０）
私立（３７／３，１１５）

中国地区
国立（５／３６０）
公立（５／２９５）
私立（１１／１，０６５）

四国地区
国立（４／２５０）
公立（３／２２５）
私立（２／１７０）



Sheet2

		東京		2		95		1		80		21		1,986		24		2,161

		大阪		1		80		2		175		12		1,025		15		1,280

		兵庫		1		80		2		195		11		955		14		1,230

		北海道		2		130		3		180		8		687		13		997

		神奈川		0		0		2		190		10		870		12		1,060

		福岡		1		69		1		90		10		900		12		1,059

		千葉		1		80		1		80		9		925		11		1,085

		愛知		1		80		2		172		8		795		11		1,047

		埼玉		0		0		1		130		8		720		9		850

		京都		1		70		1		85		7		555		9		710

		広島		1		60		1		60		6		665		8		785

		群馬		1		80		1		80		5		420		7		580

		岐阜		1		80		1		80		5		400		7		560

		岡山		1		80		2		100		3		240		6		420

		青森		1		80		1		100		3		200		5		380

		静岡		1		60		1		120		3		345		5		525

		宮城		1		70		1		90		2		150		4		310

		茨城		1		70		1		50		2		160		4		280

		栃木		0		0		0		0		4		375		4		375

		新潟		1		80		1		93		2		165		4		338

		石川		1		80		1		80		2		150		4		310

		三重		1		80		1		100		2		180		4		360

		奈良		0		0		1		85		3		240		4		325

		秋田		1		70		0		0		2		150		3		220

		福井		1		60		2		100		0		0		3		160

		長野		1		70		1		80		1		90		3		240

		滋賀		1		60		1		70		1		80		3		210

		山口		1		80		1		55		1		80		3		215

		徳島		1		70		0		0		2		170		3		240

		長崎		1		70		1		60		1		75		3		205

		熊本		1		70		0		0		2		200		3		270

		沖縄		1		60		2		160		0		0		3		220

		山形		1		60		1		63		0		0		2		123

		山梨		1		60		1		100		0		0		2		160

		鳥取		1		80		0		0		1		80		2		160

		島根		1		60		1		80		0		0		2		140

		香川		1		60		1		70		0		0		2		130

		愛媛		1		60		1		75		0		0		2		135

		高知		1		60		1		80		0		0		2		140

		大分		1		60		1		80		0		0		2		140

		宮崎		1		60		1		100		0		0		2		160

		鹿児島		1		80		0		0		1		45		2		125

		岩手		0		0		1		90		0		0		1		90

		福島		0		0		1		84		0		0		1		84

		富山		1		80		0		0		0		0		1		80

		和歌山		0		0		1		80		0		0		1		80

		佐賀		1		60		0		0		0		0		1		60						国 クニ				公 コウ				私 シ

																								課程 カテイ		人数 ニンズウ		課程 カテイ		人数 ニンズウ		課程 カテイ		人数 ニンズウ

																						北海道 ホッカイドウ		2		130		3		180		8		687

																						東北 トウホク		4		280		5		427		7		500

																						関東 カントウ		5		325		7		610		59		5456

																						中部 チュウブ		9		650		10		825		21		1945

																						関西 カンサイ		5		370		9		790		36		3035

																						中国 チュウゴク		5		360		5		295		11		1065

																						四国 シコク		4		250		3		225		2		170

																						九州 キュウシュウ		8		529		6		490		14		1220



【機密性○（取扱制限）】		






看護師養成制度（平成28年4月現在） 
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H16 H21 H20             H19 H14 H22 H23 H24 

大学における看護系人材の 
養成に関する検討会 
H21.3-H23.3 
①保健師養成を、各大学が自身の
教育理念・目標や社会のニーズに
基づき、選択可能とする ②「学士
課程においてコアとなる看護実践
能力と卒業時到達目標」を策定 
 

看護学教育の 
あり方に関す
る 
検討会(第一
次) 
H14 

看護学教育の 
あり方に関す
る 
検討(第二次) 
H16 

新たな看護の
あり方に関す
る検討会 
H14.5-H15.3 

看護基礎教育 
の充実に関す
る 
検討会 
H18.3-H19.4 

看護基礎教
育 
のあり方に関
する懇談会 
H20.1-7 

大学・短期大学 
における看護
学教育の充実
に関する調査
協力者会議 
H19 

保
助
看
法
改
正 

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
正 

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
正 

看護教育の内容と方法に 
関する検討会 
 
H21.4-H23-2 

指
定
規
則
改
正 

近年の看護師等養成制度改正の動き 
文部科学省関係 

保
健
師
・
助
産
師
課
程 

新
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
始 

看
護
師
課
程 

新
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
始 

厚生労働省関係 

看護系大学における看護教育のさらなる充実 



H25 H21 H22 H23 H24 

大学における看護系人材
養成の在り方に関する検
討会 
H21.3-H23.3 
①保健師養成を、各大学が自身の教
育理念・目標や社会のニーズに基づ
き、選択可能とする ②「学士課程に
おいてコアとなる看護実践能力と卒
業時到達目標」を策定 
 

保
助
看
法
改
正 

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
正 

 
平成２２年度 
看護系大学における 
モデル・コア・カリキュラム 
導入に関する調査研究 
 

指
定
規
則
改
正 

看護師等養成制度改正と文部科学省検討会議等の関係 

保
健
師
・
助
産
師
課
程 

新
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
始 

平成24－25年度 
高齢社会を踏まえた医療提供体制 
見直しに対応する医療系教育の 
在り方に関する調査研究 

平成23年度年看護系大学の 
教育の質保証に関する調査研究 
（卒業時到達度の評価手法開発） 

先導的大学
改革推進委
託事業 

大学における
医療人養成推
進等委託事業 

H26 

平成24－26年度 
看護系大学院の 
教育の質保証に係る調査研究 

＜検討会以後の課題＞ 
 
・卒業時到達目標の評価、見直し 
・実習環境の充実に向けた検討 
・教育体制充実に向けた検討 
・分野別評価の推進 

H27 

35 

H28 

平成27－29年度 
看護師等の 
卒業時到達目標等に関する調査・研究 



Ⅰ群  ヒューマンケアの基本に関する実践能力 

１）看護の対象となる人々の尊厳と権利を擁護する能力 

２）実施する看護について説明し同意を得る能力 

３）援助的関係を形成する能力 

Ⅱ群 根拠に基づき看護を計画的に実践する能力 

４）根拠に基づいた看護を提供する能力 

５）計画的に看護を実践する能力 

６）健康レベルを成長発達に応じて査定(Assessment)す
る能力 

７）個人と家族の生活を査定(Assessment)する能力 

８）地域の特性と健康課題を査定(Assessment)する能力 

９）看護援助技術を適切に実施する能力 

Ⅲ群 特定の健康課題に対応する実践能力 

１０）健康の保持増進と疾病を予防する能力 

１１）急激な健康破綻と回復過程にある人々を援助する
能力 

１２）慢性疾患及び慢性的な健康課題を有する人々を援
助する能力 

１３）終末期にある人々を援助する能力 

学士課程においてコアとなる看護実践能力と卒業時到達目標 
Ⅳ群 ケア環境とチーム体制整備に関する実践能力 

１４）保健医療福祉における看護活動と看護ケアの
質を改善する能力 

１５）地域ケアの構築と看護機能の充実を図る能力 

１６）安全なケア環境を提供する能力  

１７）保健医療福祉における協働と連携をする能力 

１８）社会の動向を踏まえて看護を創造するための
基礎となる能力 

Ⅴ群 専門職者として研鑽し続ける基本能力 

１９)生涯にわたり継続して専門的能力を向上させ
る能力 

２０）看護専門職としての価値と専門性を発展させ
る能力 

○は、平成23年度 大学における医療人養成推進等
委託事業 
「大学卒業時到達度の評価手法開発のための調査
研究」において、目標達成に対する教員の期待と学
生の到達状況の認識が低い能力を示す。 



保健師助産師看護師学校養成所
指定規則 
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看護師養成課程のカリキュラム改正の変遷  
第１次改正 
（1967） 

第２次改正 
（1989） 

第３次改正 
（1996） 

第４次改正 
（2008） 

改
正
の
特
徴 

• 基礎科目の充実 
• 成長発達を軸にした
看護学の構成を明示 

• 教育方法としての実
習の位置づけ 

• 専任教員数3人→4
人 

• 基礎科目は指定科目
から「人文科学」
「自然科学」「社会
科学」の表示にし、
自由裁量を拡大 

• 専門基礎科目として
基礎医学の内容等を
位置づけ 

• 「老人看護学」の新
設 

• 教育科目を各学校が
自由に設定できる選
択必修科目を選択 

• 基礎分野、専門基礎
分野、専門分野のい
ずれも科目でなく教
育内容で表示 

• 「在宅看護論」「精
神看護学」の新設 

• 時間数の表示から単
位数に変更 

• 養成所（4年）で２
つの国家試験受験資
格を得られる統合カ
リキュラムの提示 

• 専任教員数4人→8
人 

• 専門分野の構造化を
図り、「専門分野
Ⅰ」「専門分野Ⅱ」
「統合分野」とする 

• 統合分野は「在宅看
護論」と「看護の統
合と実践」で構成し、
臨床実践に近い環境
での学習を推進 

教
育
時
間 

単
位 3375時間以上 

3000時間以上 
※演習及び校内実習は講義
に含む 

93単位以上 
（2895時間以上） 

97単位以上 
（3000時間以上） 

（
再
掲
） 

実
習 

1770時間以上 1035時間以上 23単位以上 
（1035時間以上） 23単位以上 

52.4％ 34.5％ 35.7％ 34.5％ 

厚生労働省看護課資料 



地域包括ケアシステムの推進に向けて 
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【特別養護老人ホーム・ 
老人保健施設】 

【在宅介護サービス】 

【急性期病院】 

【高度急性期 
病院】 

【回復期病院】 

・医師・看護師を多く配置 
・質の高い医療と手厚い
看護により、早期に「急性
期後の病院」や「リハビリ
病院」に転院可能 

・いつでも必要な場合に往診してくれ
る医師が近くにいて、必要な訪問看
護サービスを受けることができる。 

在宅 
医療 

・サービス付き高齢者向け住
宅や有料老人ホームなど高
齢者が安心して暮らせる多
様な住まい 

老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯ 等 

【生活支援・介護予防】 

・ボランティア、ＮＰＯ等の多様な主体による見守り、
配食、買い物支援等の生活支援サービスが充実 
・社会参加が推進され地域での介護予防活動が充
実 

・２４時間対応の訪問介護・
看護サービス、小規模多機
能型居宅介護等により、高
齢者の在宅生活を支援 

入院医
療 介護 

「地域包括ケアシステムの整備」 
医療、介護、住まい、予防、生活支援サー
ビスが身近な地域で包括的に確保される
体制を構築 

連携強化 

・病院の退院調整スタッフが連携
先の身近な病院を紹介 
・自分で転院先を探す必要がない 

【慢性期病院】 

・身近なところで集中的なリ
ハビリを受けることができる。 

・早期の在宅復
帰、社会復帰が
可能 

発症 
住まい 

（患者さん・家族） 

・地域の拠点として在宅介護サービス等も積極的に展開 

医療・介護サービスの提供体制改革後の姿（サービス提供体制から） 

外来 
医療 

歯科 
医療 薬局 

医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員その他の専門職（※）の積極的な関
与のもと、患者・利用者の視点に立って、サービス提供体制を構築する。 

有床 
診療所 

  ※保健師、助産師、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救

急救命士、言語聴覚士、歯科衛生士、歯科技工士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士、社会
福祉士、介護福祉士等 
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我が国が抱える 
医療現場の諸課題 

課題解決型高度医療人材養成プログラム 
平成２８年度概算要求額：９億円（平成２７年度予算額：８億円） 

高度な教育力・技術力を有する大学が核となって、我が国が抱える医療現場の諸課題等に対して、科学的根拠に基づいた
医療が提供でき、健康長寿社会の実現に寄与できる優れた医療人材の養成を推進する。 

背景 
課題 

取組 

高度医療専門人材の輩出、我が国が抱える医療課題の解決、健康立国・健康長寿社会の実現 成果 

高度医療専門人材の不足 
・病院基盤部門を担う医療安全・感染制御領域等の専門人材養
成と体制充実 

社会から求められる多様な医療ﾆｰｽﾞの増加 
・難治性疾患領域や高難度手術（移植医療等）領域等を担う専
門人材養成 

高齢化に伴う歯科医療ニーズの変化 
・口腔疾患と全身疾患の関わりに関する領域を担う高度な歯科
医師の養成 

概要 

◇健康長寿社会を実現するための疾患克服が課題 ◇人口減少・少子化の進行 

横断的な診療力とﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力の 
両方を兼ね備えた医師養成 

特に高度な知識・技能が必要と 
される分野の医師養成 

健康長寿社会の実現に貢献する 
歯科医療人養成 

臨床での教育指導者養成と大学 
教員・教育指導者の人材交流 

地域医療にも貢献できるﾒﾃﾞｨｶﾙ 
ｽﾀｯﾌの養成 

チーム医療の推進 
・チーム医療推進のための専門性の強化と役割の拡大に応
えるため、学生・医療人の実践能力の強化等 

教育と臨床の連携強化 
・学生・医療人の実践能力を強化するため、教育と臨床が連携し、 
卒前・卒後の学生・医療人の教育指導体制の構築等 

地域医療連携の推進 
・地域医療連携にかかわる業務に精通し、学生・医療者に地域医療
連携の視点や実践を教育できる教育指導者の養成等 

医師・歯科医師 看護師・薬剤師等のﾒﾃﾞｨｶﾙｽﾀｯﾌ 

卒前・卒後の継続的な教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
開発と教育指導体制の構築 

  【取組１】医師・歯科医師を対象とした教育プログラム  
          14件×40,000千円（選定済み）、4件×23,175千円（新規） 

【取組２】看護師・薬剤師等を対象とした教育プログラム 12件×20,000千円（選
定済み） 
                            対象職種：看護師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓練士、 

診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、歯科衛生士、歯科技工士 
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背
景 

取
組 

卒業時の実践能力習得の不足 看護技術80項目について、厚労省の推奨水準と臨地実習の実態を比較。「卒業時点で一人でできない」と回
答した学校が５割を超えた看護技術が16項目（20.0％）あった。 日本看護協会「２００６年看護教育基礎調査」 

課
題 

教員・教育指導者の不足 大学・臨床の連携の不足 地域で働く看護師の不足 

チーム医療の推進 

卒前・卒後の一貫した 
教育プログラムの開発と 
臨床の教育指導者の養成 

大学教員と実習先の 
教育指導者の人材交流 

地域医療にも貢献できる 
看護師・薬剤師の養成 

大学と実習病院が連携し、効率的・効果的な医療人の教育を行うことで、国民に対する安心・安全な医療提供体制の構築に貢献 
○ 学生・医療人の効果的・継続的な専門能力の習得・向上 
○ 優れた教育指導者の養成  
○ 医療人の教育の連携が進むことによる医療の質向上 

成
果 

取組（２） メディカルスタッフを対象とした教育プログラム 

訪問看護職員は全就業看護職員のわずか２％ 臨地実習の問題点 「２００６年看護教育基礎
調査」 

地域医療連携の推進 教育と臨床の連携強化 

チーム医療推進のための専門性の強化と役割
の拡大に応えるため、学生・医療人の実践能力
を強化 

学生・医療人の実践能力を強化するため、教育
と臨床が連携し、教育指導の質を向上 

地域医療連携にかかわる業務に精通し、学生・
医療者に地域医療連携の視点や実践を教育で
きる教育指導者の養成等 

大学・実習病院・地域医療機関等が連携を強化し、新たな教育指導体制の構築に取り組む 

（看
護
師
を
例
に
） 



連携を取っている外部機関があると回答
した訪問看護ＳＴ４１７施設の連携先 

①地域での暮らしや看取りまで見据えた看護が提供できる看護師の養成 

看護実践教育研究センター等 
取組の調整・推進を行う部門 

訪問看護 
ステーションや 
介護施設等 

病院 
看護部 

看護系 
大学 

看護師の研修 
人事交流 

地域⇔急性期 
学生の実習指導 
看護職の学習支援 
人事交流 

学生の実習指導 
教育指導者の養成 
人事交流 

看護学生や病院で働く看護師は病院の中で提供する医療を中心に教育されてきた。
超高齢化社会においては病院から暮らしの場へ医療・看護をつなぐ教育を充実させ
て、看護師の専門性を強化していくことが必要 

看護系大学の教育の充実に向けた課題：「教育目的に適した多様な教員の構成」「実
習環境の充実」「全ての看護職の生涯学習に積極的な貢献をする体制の整備」（大学
における看護系人材養成の在り方に関する検討会最終報告、23年３月） 

課 

題 

大学・実習病院・
地域医療機関等
が連携を強化
し、新たな教育
指導体制を構築
する 

対 

応 

 国民に対する安心・安全な医療提供体制の構築 
 看護師の教育の連携が進むことによる医療の質

向上 

効 

果 

 患者にとって安心・安全な看護が提供できる新卒看護師を効果
的に教育指導できる看護師の養成 

 超高齢化社会において患者の急性期の医療から地域での暮ら
しや看取りまで見据えた看護が提供できる看護師の養成 

成 

果 

【事業の内容】 

 看護系大学、病院看護部、訪問看護ステーション等が連携し、
卒前・卒後の一貫した教育プログラムを開発する 

 教育プログラムに「男女共同参画」「地域医療介護連携」「チー
ム医療」の要素を含める 

 病院の看護師から優れた教育指導者を養成する 

 教育の場と臨床・介護の場で看護職の人材交流を実施する 

 取組を調整・推進する部門の開設もしくは機能の拡充する 

 
看護系大学、病院看護部、訪問看
護ステーション等が連携し、地域医
療連携にかかわる業務に精通し、
学生・看護師に地域医療連携の実
践を教育できる教育指導者の養成 

取組例 

 訪問看護ステーションは事業規模が小さく、単独での研修の実施が困難 
 大学と訪問看護ステーションの教育の連携は乏しい 
（「新卒看護師等の訪問看護ステーション受入れ及び定着化に関する調査研究
事業」日本訪問看護振興財団（平成20年）より） 

 



課題解決型高度医療人材養成プログラム取組拠点【看護師・薬剤師等メディカルスタッフ】 

【信州大学】 
実践力ある在宅療養支援
リーダー育成事業 

【鹿児島大学】 
地域での暮らしを最期まで
支える人材養成 

【大阪大学】 
地域チーム医療を担う薬剤師
養成プログラム 

【山形県立保健医療大学】 
山形発・地元ナース養成プログラム 

【大阪府立大学】 
在宅ケアを支えるリハビリ
専門職の養成 

【筑波大学】 
(茨城県立医療大学) 
多職種連携医療専門職養成プログラム 

【長崎大学】 
高度リハビリテーション
専門職の養成 

【九州大学】 
実践能力強化型チーム医療
加速プログラム 

【東京医科歯科大学】 
（広島大学・九州歯科大学） 
健康寿命に貢献する実戦的チーム医療人育成 

【群馬大学】 
群馬一丸で育てる地域完結型
看護リーダー 

【昭和大学】 
大学と地域で育てるホームファーマシスト 

【東邦大学】 
都市部の超高齢社会に挑む看護師
養成事業 

【申請件数：136件・選定件数：12件】 ■：国立大学 
■：公立大学 
■：私立大学 



看護系大学における課題 
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大学における医療人養成の在り方に関する調査研究委託事業 
テーマ３：看護師等の卒業時到達目標等に関する調査・研究  （102百万円の内数） 

 2025年以降の地域包括ケアが実現される時代に向け、看護師等養成における学士課程

教育と実践能力の習得状況の調査及びその評価方法の研究を行い、その成果を踏まえ、
国民の期待に応えうる資質の看護師等の養成強化を図ることを目的としている。 

地域包括ケアの時代に向けた新たな臨地実習の在り方について、看護系大学学士課程教育における
臨地実習に関わる実態及び課題を明らかにする。 

目  的 

【学士課程の実習環境に関する調査・研究】 

【学士課程における看護実践能力と卒業時到達目標の達成状況の検証・評価方法の開発】 
平成２３年３月に「大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会」において示した「学士課程
教育においてコアとなる看護実践能力と卒業時到達目標」について、全看護系大学を対象とした活用
状況の調査・分析を行い、看護系大学がそれぞれの教育の質の向上を図るための卒業時到達目標
の活用方法を提言する。 

調査研究概要 

本調査の成果を踏まえ、平成28年度秋以降、看護学教育モデル・コア・カリキュラムの策定
を視野に入れた、大学における看護系人材養成の在り方に関する検討を開始予定。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート





参考資料  
 大学教育の質保証について 
 これまでの改善の取り組み（中教審資料） 
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【概要】 
 ・平成１６年度から始まった第三者評価制度により、大学は、文部科学大臣の認証を受けた機関（認証評価機関）に
よる評価（認証評価）を受けることが義務付けられている。 

【目的】 
 ・評価結果が公表されることにより、大学等が社会的評価を受ける 
 ・評価結果を踏まえて大学等が自ら改善を図る 
【内容】 
 ① 大学の教育研究等の総合的な状況の評価（いわゆる機関別認証評価） 
   大学等の教育研究、組織運営及び施設設備の総合的な状況について評価 
  （７年以内ごと） 
 ② 専門職大学院の評価（いわゆる分野別認証評価） 
  専門職大学院の教育課程、教員組織その他教育研究活動の状況について評価 
 （５年以内ごと） 
  ・各認証評価機関が定める評価基準に従って実施 
  ・大学は認証評価機関の中から評価を受ける機関を選択 
【大学評価基準】 
   認証評価機関は自ら定める大学評価基準に基づいて評価を行う。大学評価基準については文部科学省令にお
いて大枠（※）が定められており、各認証評価機関はこの大枠の範囲内で具体的な基準を定めることとなる。 

  （※）文部科学省令において定める大学評価基準の大枠 
   １．大学評価基準が学校教育法や大学設置基準などの法令に適合していること 
    ２．大学評価基準に大学の特色ある教育研究の進展に資する項目が定められていること 
    ３．大学評価基準に次の事項が含まれていること 
     ①教育研究上の基本組織、②教員組織、③教育課程、④施設及び設備、⑤事務組織、⑥教育研究活動等の状況に係る情報の公表、⑦財務、 
     ⑧その他教育研究活動等 
【評価の方法】 
  認証評価の方法については、①大学の自己点検・評価の結果分析及び②大学への実地調査が義務付け。 
【評価結果の公表等】 
  認証評価機関は、評価結果について、①大学への通知、②公表、③文部科学大臣への報告を行わなければなら
ない。 

認証評価制度の概要 
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概要・趣旨 

データベースを用いた大学の教育情報の活用・公表のための共通的な仕組みを構築。 
 ○大学の多様な教育活動の状況を、国内外の様々な者にわかりやすく発信。 
  → 大学のアカウンタビリティの強化、進学希望者の適切な進路選択支援、我が国の高等教育機関の国際的信頼性の向上 
 ○大学が教育情報を自らの活動状況を把握・分析することに活用。 
  → エビデンスに基づく学内のPDCAサイクルの強化による大学教育の質的転換の加速。外部評価による質保証システムの強化。 
 ○基礎的な情報について共通的な公表の仕組みを構築し、各種調査等への対応に係る大学の負担軽減。 
  → 大学運営の効率性の向上 
 

平成２７年３月より大学ポートレートによる国公私立大学の大学情報（※）の発信を開始。 

【評価機関等】 

教育情報の活用による 
大学の活動状況の把握・分析 

大学ポートレートのイメージ 

国内外への情報発信 

【大 学】 

各大学の情報提供の負担軽減 

大学 
ポート
レート 

【大学進学希望者等】 

※ 大学ポートレートで発信している大学情報について（例） 

【大学単位で公表する情報】 
・大学の基本情報 
・大学の教育研究上の目的等 
・大学の特色等 
・教育研究上の基本組織 
・キャンパス 
・学生支援（修学、留学生、就職・進路等） 
・課外活動 

【学部・研究科等の単位で公表する情報】 
・教育研究上の目的や三つのポリシー（アドミッション、カリキュラム、ディプロマ） 
・学部等の特色 
・教育課程（取得可能な学位、授業科目、授業方法、学生が習得すべき能力等） 
・入試（入学者数、入試方法） 
・教員（教員組織、教員数、教員の有する学位・業績） 
・学生（収容定員、学生数） 
・費用及び経済支援（授業料等、奨学金額、受給資格、授業料減免） 
・進路（進路卒業者数・修了者数、進学者数・就職者数） 

大学ポートレートについて 
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  文科省令に基づき、学校法人の管理運営組織や財務状況等について、実態を調査するとともに、必要な指導・助言を行うため、毎年度、
学校法人運営調査委員による実地調査を実施。 （昭和59年度制度創設） 

【実地調査の内容】 
（１）調査の内容 
 ①学校法人の管理運営の組織及びその活動状況に関すること 
 ②学校法人の財務に関すること 
 ③その他学校法人の業務の執行状況等に関すること 
（２）調査の方法 
 文部科学大臣所轄学校法人を対象とし、学校法人ごとに原則として委員２名及び事務官で、書類調査、実地調査を行い、必要な助言等を
行う。 
（３）学校法人に対する指導 
 学校法人運営調査委員会において、調査結果を報告するとともに指導・助言すべき事項をとりまとめ、当該学校法人に対して通知。 
次年度には、各学校法人から改善状況についての報告書の提出を求める。 
 
 
 
  

◆ 学校法人運営調査の実施 

◆ 学校法人の経営状況の把握・指導 
 文部科学大臣所轄学校法人については、日本私立学校振興・共済事業団と連携の上、各学校法人の財務関係書類に基づく経営状態の分析等に
より経営状況を把握。経営悪化傾向にある学校法人については、ヒアリング、経営改善計画の作成等、改善するまで個別指導を実施。 
 また、経営支援に加え、各種相談やデータ提供、人材育成等への支援を行い、経営力強化を図っている。 

 ◆ 管理運営の適正化・充実 

 学校法人運営の適正化に係る各種取組 

◆ 私立学校法の改正（平成26年4月） 
  学校法人の運営が法令等に違反し、著しく不適正な状態に陥っているときに、所轄庁が適切に対応するための仕組みを整備。 
   ①学校法人に対する報告徴収・立入検査 
   ②所轄庁による必要な措置命令 
   ③措置命令に従わない場合の役員解任勧告 

 管理運営に問題のある学校法人については個別に指導・助言を実施。改善が図られない法人や著しい問題のある法人に対しては、
案件に応じて私学助成金の減額や私学法に基づく行政処分等を含め厳正に対処。 
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国立大学法人評価について 
【制度の概要】 

【評価の流れ】 
◆各国立大学法人 
 ・中期計画及び年度計画に基づ
いて行った業務の実績を報告 

◆国立大学法人評価委員会 
 ・業務運営・財務内容等の状況の評価 
 ・産業界、マスコミ、大学関係、会計関係など、様々な委員により構成 

◆大学評価・学位授与機構 
・教育研究状況の評価 

 
 
教育研究の状況について、専門的な観点から評価。各分野の専門家によるピアレビューを含
め、教育研究に係る中期目標の達成度及び学部・研究科等の教育研究の水準について評価 

 ○ 法律で設置される国立大学法人について、大学の教育研究の特性や自主性に配慮しつつ、必要最低限の国の関
与として、６年間の中期目標・計画の設定や事後的な評価等を制度化。 
 ○ 国立大学法人評価は、各法人の意見を踏まえて文部科学大臣が定めた法人ごとの中期目標について、その達成
状況を評価するもの（したがって、法人間を相対的に比較するものではない）。 
 ○ 「国立大学法人評価委員会」が、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の業務運営の実績について、年度評
価、４年目終了時及び６年目終了時に実施する中期目標期間評価を実施。 
 ○ 教育研究の状況について、年度評価では全体的な状況を確認するのみとし、中期目標期間評価では専門的な観点
から評価を実施するため、独立行政法人大学評価・学位授与機構に評価を要請し、その結果を尊重。 
  

◆独立行政法人評価制度委員会（総務省） 
 ・評価機能の二次評価 ※４年目終了時の評価のみ 

【中期目標期間評価の場合】 
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大学教育の質保証の課題と改善① 

○ 虚偽申請に対するペナルティ制度（H18）や明らかな準備不足の申請への「早期不認可」（H21）を導入。 
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高等教育の質の保証  『我が国の高等教育の将来像（答申）』（平成１７年１月） 関係部分抜粋 
 
  
 
 
 
（２）設置認可の重要性と的確な運用 
 （イ）設置認可の的確な運用 
 ○ 設置認可制度の位置付けを明確化するに当たっては、審査の内容や視点等について、さらに具体化を図る必要が 
  ある。例えば、大学教育の質を審査することは極めて重要である。社会の需要に的確に対応した、大学に求められる 
  学問的水準の教育・研究活動を担う個々の大学教育の資質及び教員組織全体の在り方が、「大学とは何か」という根 
  本的な問題意識との関連で十分に点検・確認される必要がある。（中略）大学としてふさわしい教育目的やそれを達成 
  するための教育課程、またそれらと資格取得・技能取得との関係、大学としてふさわしい教育・研究環境、他の学校種 
  との違い等について十分に審査することも重要である。 
 
 ○（中略）現行の設置基準や設置審査については、明確化すべき観点やルール化を図るべき事項が多くあると考えられ 
  る。（中略）ただし、そうした要件をすべて法令等の形式に網羅的・具体的に表現することには困難な面もあり、今後、 
  適切に対応していく必要がある。 
 

 高等教育の質の保証の仕組みとしては、事後評価のみでは十分ではなく、事前・事後の評価の適切な役
割分担と協調を確保することが重要である。設置認可制度の位置付けを一層明確化して的確に運用すると
ともに、認証機関による第三者評価のシステムを充実させるべきである。 

【設置審査における改善】 
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大学教育の質保証の課題と改善② 
「大学設置認可の在り方の見直しに関する検討会」報告（平成25年２月）への対応状況 

１．運用の改善などにより早期の実施が期待される事項 

２．速やかな具体化に向けた検討が期待される事項 

（１）学生確保等に係る審査基準の明確化 

（２）審査の充実 

 （大学新設に係るもの） 

  ①全体構想審査の実施 

 （認可を要するすべての申請に係るもの） 

  ②学生確保の見通し等の審査体制の充実 

  ③リスクシナリオの確認 

 

（１）設置基準等の明確化 

（２）学校法人のガバナンスの確保 

（３）審査スケジュールの見直し 

（４）申請書類の作成方法の明確化 

（５）設置に必要な財産確保の徹底 

 

（１）認可後の事後チェック機能の強化を含む、質保証のトータルシス 

  テムの確立 

（２）大学の閉鎖等の場合の学生保護の仕組みなど、退出の制度設 

  計 

（３）学生や保護者の立場に立った情報公開の一層の促進 

【検討会提言事項】 

３．大学の質向上のため、設置認可の見直しと併せて継続的に改善、充実を図っていくべき事項 

（１）平成25年3月、認可基準告示を改正し、「学生確保の見通しが

あること」、「人材需要の動向等社会の要請を踏まえたものであ

ること」を基準上明確化（平成25年度審査から適用） 

（２）大学設置・学校法人審議会において以下の事項を実施 

 ①大学新設に関して審査の初期段階で理事長・学長予定者（必

要に応じて地元自治体）の面接を実施 

 ②平成25年度から、委員を拡充し、大学設置分科会、学校法人

分科会合同で学生確保の見通し等の審査を実施 

 ③平成25年度審査から、大幅な定員未充足が生じた場合の対

応方針を確認 

（１）引き続き、中央教育審議会で議論 

（２）理事体制、監事支援体制、管理運営等に係る要件の基準化、見直 

   しを行い、平成25年度の審査から適用 

（３）平成28年度開設案件から、審査期間の延長、認可時期の早期化 

（４）財産目録等の書類のルール化、マニュアル化を実施 

（５）寄附に関する審査資料の充実 

（１）設置計画履行状況調査（ＡＣ）について、意見レベルの明確化、「警告」 

  の導入、改善が図られない場合の対象期間の延長等の改善策の実施。 

  （詳細スライド5参照） 

  認証評価の改善については、中央教育審議会において検討中。 

（２）大学の閉鎖等の場合、電話相談窓口の設置、学生の転学等に関する   
   関連情報の提供 

（３）平成27年3月より国公私立共同実施の「大学ポートレート」を本格稼働 

【対応状況】 
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大学教育の質保証の課題と改善③ 

準則主義の開始 

「早期不認可」 
制度の導入 

54 

【設置審査における改善状況】 

H11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

226 353 340 297 281 202 128 134 113 97 84 73 64 68 64 69 67

保留
（最終的には認可）

0 1 2 5 0 4 0 3 1 3 12 7 14 3 14 8 10

取下げ 3 3 2 6 4 2 0 6 3 14 4 11 12 13 17 6 3

不認可 0 0 0 0 0 4 1 2 0 0 1 0 0 2 1 0 1

合計 3 4 4 11 4 10 1 11 4 17 17 18 26 18 32 14 14

223 350 338 291 277 196 127 126 110 87 78 66 52 53 46 63 63

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 276 265 356 243 258 235 223 155 183 139 122 106

申
請
に
課
題
が

あ

っ
た
件
数

開設年度

認可申請数

認可件数

届出件数

学生確保等の 
基準を明確化 

H18年度 ◆申請、届出において虚偽等の不正を行った設置者に対する厳格な対応（ペナルティ） 
      ◆新設された大学の情報公開を義務化（認可及び届出に係る留意事項等の明確化） 
H19年度 ◆認可申請書において、開設後における教員の大学以外での職務の状況を追加 
H21年度 ◆過度な準備不足の申請に対して、早期判定（不可）、警告の仕組みを導入 
      ◆届出設置された学部等のアフターケアを本格実施 
H25年度 ◆学生確保の見通しがあること、人材の需要等社会の要請を踏まえていることを審査基準として明確化 
      ◆審査の初期段階で全体構想を聴取する構想審査会を実施 
H26年度 ◆異なる目的養成は届出設置を認めない（※①）、複数の構成分野は主たる分野の学位を授与するものとして 
       扱う（※②）等の届出制度の改善 
 
 
（例） 
 
 
      ◆ACにおいて「警告」制度の導入、意見が付されている場合のAC対象期間の延長等の改善 

※制度等の導入は、当該開設年度の審査から適用したことを示す 

保健医療学部 診療放射線学科 

（レントゲン医師養成） 

認可 

×届出 

看護学部 看護学科 

（看護師養成） 

経済学
部 

認可 

×届出 
経済工学部 

（学際（経済学＋工学）） 届出 工学部 

ペナルティ 
制度の導入 

※① 
※② 

 


Sheet1

						開設年度 カイセツ ネンド				H11		12		13		14		15		16		17		18		19		20		21		22		23		24		25		26		27

						認可申請数 ニンカ シンセイ スウ				226		353		340		297		281		202		128		134		113		97		84		73		64		68		64		69		67

						申請に課題があった件数 シンセイ カダイ ケンスウ		保留
（最終的には認可） ホリュウ サイシュウテキ ニンカ		0		1		2		5		0		4		0		3		1		3		12		7		14		3		14		8		10

								取下げ トリサ		3		3		2		6		4		2		0		6		3		14		4		11		12		13		17		6		3

								不認可 フニンカ		0		0		0		0		0		4		1		2		0		0		1		0		0		2		1		0		1

								合計 ゴウケイ		3		4		4		11		4		10		1		11		4		17		17		18		26		18		32		14		14

						認可件数 ニンカ ケンスウ				223		350		338		291		277		196		127		126		110		87		78		66		52		53		46		63		63

						届出件数 トドケデ ケンスウ				‐		‐		‐		‐		‐		276		265		356		243		258		235		223		155		183		139		122		106



【機密性○（取扱制限）】		




Sheet2



【機密性○（取扱制限）】		
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【機密性○（取扱制限）】		






                           

 
●平成19年   大学院設置基準の改正 (平成20年に大学設置基準でも同様の内容を規定) 
     人材養成目的の公表、シラバス・成績評価基準の明示を規定(第2条の2、第25条の2)  
●平成19年   学校教育法の改正 
     教育研究活動の状況の公表に関する義務について法律レベルで規定(第113条) 
  

 ●平成23年   学校教育法施行規則等の改正 
      各大学が公表すべき教育情報を具体的に規定 
         情報公開への取組状況を認証評価にける評価の対象に位置付け 
 
 ●平成27年3月「大学ポートレート」本格稼働  
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大学教育の質保証の課題と改善④ 

●平成11年 大学設置基準の改正 
  大学における教育研究活動等の状況について積極的に提供する義務を規定(第2条) 
 
●平成16年 国立大学法人法 
  中期目標・中期計画の作成・法人評価の実施を制度化 
  財務情報等の公開義務を規定(独立行政法人通則法第38条を準用) 
 
●平成16年 地方独立行政法人法 
     中期目標・中期計画の作成・法人評価の実施を制度化 
  公立大学法人を含む地方独立行政法人の財務情報等の公開義務を規定(第34条) 
 
●平成16年 学校教育法の改正  自己点検・評価の公表を義務化(第109条)、認証評価制度の施行 
 
●平成17年 私立学校法の改正  財務情報等の閲覧義務を規定(第47条) 

【大学設置基準・情報公開、認証評価等における改善状況】 

【これまでの経緯】 
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大学教育の質保証の課題と改善⑤ 

法令面における監督権限の強化 
ー 私立学校法の一部を改正する法律（平成26年法律第15号） ー 

  私立学校の自主性を尊重しつつ、私学全体に対する不信感につながるような異例な
事態に、所轄庁が適切に対応するための仕組みを整備。 

・ 趣 旨 

・ 改正概要 

 約10年ぶりに私立学校法の実質的な改正を行い、学校法人の運営が法令等に違反し、著
しく不適正な状態に陥っているときに、所轄庁が適切に対応するための仕組みを整備。 
 （平成26年４月施行） 
 

 ①学校法人に対する報告徴収・立入検査  

 ②所轄庁による必要な措置命令 

 ③措置命令に従わない場合の役員解任勧告 

 



                           大学教育の質保証の課題と改善⑥ 
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国立大学法人評価の課題と改善点 

第１期の具体的課題 第２期の改善点 

   
 
 
 

 
    

 「共通事項に関する観点」等を 
大幅に精選、実施年度の見直し                                     

中期目標期間評価 

年度評価 

教育研究の状況に係る達成度評価のために学部・
研究科等の「現況分析」を実施しているが、提出書
類が膨大等との意見があり、改善すべき。 

評価の客観性の観点から法人が取り組む必要が
ある最小限の共通事項である「共通事項に関する
観点」等を大幅に精選すべき。 

 
 

中期目標期間評価 

年度評価の負担を軽減し、各大学の特色ある取組
などに特化した評価とすべき。 

年度評価 

年度評価 

中期・年度共通 中期・年度共通 

国立大学法人評価と並んで、学校教育法に基づく認証評価、各種競争的資金の研究実績評価など、様々な評価が重層的に行われてい
る状況で、評価作業への負担により教育研究に支障が出ており、評価全体をもっと簡素なものにすべき。 

第１期の課題 

・ 法人は年度計画の事項ごとに自己評価（４段階）を 
  記号で記載し、評価委員会において特に進捗して 
  いる事項や遅れている事項について確認。 
・ 進捗状況の記載を求めるのは、中期目標期間の 
  ３年目及び６年目終了時のみ。 

業務運営・財務内容等の状況に係る 
評価は大幅に簡素化し、３年目及び 
６年目終了時のみ個別の計画につい 
て記述を求める 

学部・研究科等の現況分析を、大幅に簡素化して、効率的に実施。 
（例） ◇研究業績の提出数の上限を５０％から２０％に抑制 
    ◇教育の水準の分析項目の観点を１０から４に大括り化 

教育研究の状況に係る 
評価を効率的に実施 

・ 実績報告書の「全体的な状況」欄への総括的な記載 
  のみを求める。 
・ 年度計画の各事項についての進捗状況の記載は求めない。 

教育研究の状況に係る評価を 
大幅に簡素化 

・ 負担軽減に配慮し、評価の客観性及び最低限の水準を 
 確保する目的として「共通事項に関する観点」を２６項目から 
 １０項目に精選。 
・ 各法人の評価実施体制が整備され、適切な自己点検・評価 
 が行われていることを踏まえ、毎年度ではなく３年ごとに 
 評価を実施。 
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大学改革実行プラン 参考資料 
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 学修環境の整備に向けた改革を行う大学を重点的に支援。教員と学生とが意思疎通を図りつつ、学生が相互
に刺激を与えながら知的に成長する課題解決型の能動的学修を中心とした教育への転換を促進。 

主体的に学び考え、
どんな状況にも対応

できる人材 

 
 

学修時間の実質的な増加・確保により、 
 

① 「答えのない問題」を発見、最善解を導くために必要な専門的知識及び汎用的能力を鍛えること 
② 実習や体験活動などの教育によって知的な基礎に裏付けられた技術や技能を身に付けること 

社会が求める 
人材像 

大学教育に求められること ～学生の主体的な学びの確立～ 

大学教育の質的転換のための取組 

Ⅰ－① 学生を徹底して鍛える教育環境作り 

 「学生の主体的な学びの確立」を目
標とし、実践的な取組を活用したアク
ティブラーニングのための教育環境を
整備。グループワーク、プレゼンテー
ション、ディベートなどの手法を実践

し、学生が自ら考える力やコミュニケー
ション力を強化する。 

小樽商科大学 
アクティブラーニングのための 

教育環境整備 

学生が意見を 
タブレットに 

入力 

ディスカッションテーブルに意見
やデータを送信し意見交換 

 学生が受け身ではなく、自ら問題意識を
持って自発的に学ぶことができるように、学
習環境とコンテンツ提供環境を一つにする試
み。「『学習とコンテンツの近接』による能動
的学習」を実現、『考える学生』を創造。 

千葉大学 アカデミック・リンク・センター 

グループや個人で学習し、自
らの学習成果を公表する場 

授業の事前事後学習
等に有益な資料や電
子教材、授業の映像
等のコンテンツ提供 

教育におけるICT活用の
支援、学習支援のため
の学生スタッフの育成 

  
 
 
 
 
 

 図書館の一角に整備されて
いる「ライティングセンター」
（修辞上の指導のほか、論文
構成・表現力向上に係る助言
も行う）を拡張。教員や大学院
生チューターが関わり、授業レ
ポートから卒論まで日本語・英
語によるサポートを実施。 

国際基督教大 
自発的学修を推進するライティング

センターの整備 



Ⅰ－① 大学入試の抜本的な見直しの方向性について 

改革の方向性 

課  題 

○高校教育から一貫した質保証への転換 

・ 高校教育・大学入試・大学教育それぞれの段階で、必要とされる能力や学習成果を確認し、次の学びに 
つなげていく仕組みへ 

○大学入試における意欲・能力・適性等の多面的・総合的な評価への転換 

・ 論文や面接、多様な経験の評価等に時間をかけた丁寧な入試へ 

・大学進学希望者の能力・適性の判定 
・各大学の教育水準や学生の質の評価指標 

・高校における学力の状況の把握 
・高校における幅広い学習の確保 

・高校生の学習意欲の喚起        など 

◎ 入試に多様な機能が求められ過ぎている 

 
 

 ◎ 少子化が進展し、選抜機能が低下するなかで、AO・
推薦入試においても確実な学力把握が必要 

（参考） 

 ・中央教育審議会高大接続特別部会において平成24年９月より高大接続について検討中。 
 ・今後、教育再生実行会議において大学入試について検討を行う予定。 

◎ グローバル化が進展するなかで、知識偏重の学力検査
を改善し、予測不能な社会の変化に対応できる能力を

評価する等、入試の多様化の推進が必要 

○ 大学入試へのＴＯＥＦＬ等活用の飛躍的拡充 

・ グローバル化を断行する大学の重点支援、認証評価における積極的評価等を通じたTOEFL等の大学入試 
への活用と大学入学後の継続的利用の促進 など 

※TOEFL等を入試で活用する大学（平成24年度入試）   一般入試 34大学、AO入試 137大学、推薦入試 203大学 



○一方、十分とは言えない公的支援 
 

Ⅱ－⑦ 私立大学の財政基盤の確立とメリハリある資金配分の推進 

 
 
 
 

○教育研究活性化のためのメリハリ 
 

社会・経済成長に向けた取組支援 
各私学の全学的な教育改革の支援 

 
 
 

○ガバナンス強化のためのメリハリ 
 

教育・財務情報公表の促進 
先進的ガバナンス改革への支援 

管理運営に課題のある法人への対応 
適正な学生定員管理の促進 

メリハリある配分のさらなる強化 

○学部学生の約８割を担う私立大
学の大きな役割 

 
 

 
 
 
 

（例） 
○教育条件に応じた増減 

  
○経営状況に応じた増減 

○教育・財務情報の公表状況に
応じた増減 

 
○定員充足状況に応じた増減 

これまでも 
 メリハリある配分を強化 

※現状でも多くの私学が 
        メリハリの対象 
すでに10校に1校程度は完全

不交付 

各私学の全学的な教育改革に対し 
経常費・設備費・施設費一体の重点支援 

建学の精神を生かす 
 大学教育（授業、カリキュラム）の質向上 

◆大学教育の質的転換 

特色を発揮し 
 地域の人づくりと発展を支える大学づくり 

◆新たな地域発展の原動力 

産業界や他大学と連携した 
 教育研究の活性化 

◆産学/国内外大学との連携 

私学助成の経常費に占める割合は低下 

○教育の質向上への取組拡大 
 

グローバル化や地域連携の取組など 
多様な教育改革への取組が進行中 

諸外国の進学率は高くなっており、 
大半は国立大学 

○結果として重い家計負担 
 

私学の収入の大部分は学生納付金 

補助金， 
10.7% 

学生生徒等納付金，76.2% 

手数料， 
2.7% 

寄付金， 
2.5% 

資産運用収入， 
1.5 % 

その他， 
6.4% 

人件費，56.2% 教育研究経費， 
35.0% 

管理経費， 
6.9% 

その他， 
1.9% 

私立大学における 
大学間交流協定数 

H19 H20 

9,000 

 

8,000 

 

7,000 

 

6,000 

6,914 

7,932 

8,979 

H21 

600 

580 

560 

540 

520 

500 
H19 H21 

私立大学における 
FD実施大学数 

508 

567 
583 

H20 
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補助割合

（年度）

（％）

7.201309329

9.5652173913

12.2308004876

13.8791173649

15.7248157248

20.584627964

23.155627356

24.8567446182

27.0585011645

28.9383140821

29.5418462236

28.9167686659

26.6022332739

24.4375827084

20.2769000499

19.2390000785

18.246301533

17.0065423163

15.9930904113

15.0015082956

14.0543102487

13.2575365171

12.6791110245

12.43269816

12.4030128409

12.0981314461

12.0895522388

12.1389780301

11.8422636966

11.9362394791

12.1642500594

12.1665569708

12.190240183

12.0940460081

11.8900105689

11.6975166092

11.4822004229

11.1483042208

10.9068018532

10.8376275639

10.7207506988

10.5396564748



計算表

		区　　　　　　　　分				昭和45年度		46年度		47年度		48年度		49年度		50年度		51年度		52年度		53年度		54年度		55年度		56年度		57年度		58年度		59年度		60年度		61年度		62年度		63年度		平成元年度		2年度		3年度		4年度		5年度		6年度		7年度		8年度		9年度		10年度		11年度		12年度		13年度		14年度　　　		15年度		16年度		17年度		18年度		19年度		20年度 ネンド		21年度 ネンド		22年度 ネンド		23年度 ネンド		24年度 ネンド

		　   経　常　的　経　費				1,833		2,070		2,461		3,127		4,070		4,892		5,571		6,457		7,299		8,138		8,818		9,804		10,657		11,335		12,026		12,741		13,438		14,368		15,341		16,575		17,934		19,306		20,518		21,359		22,039		23,173		23,785		24,306		24,915		25,188		25,242		25,829		26,230		26,604		27,439		28,147		28,849		29,426		29,786		29,691		30,052		30,449

				総       額		132		198		301		434		640		1,007		1,290		1,605		1,975		2,355		2,605		2,835		2,835		2,770		2,438.5		2,438.5		2,438.5		2,443.5		2,453.5		2,486.5		2,520.5		2,559.5		2,601.5		2,655.5		2,733.5		2,803.5		2,875.5		2,950.5		2,950.5		3,006.5		3,070.5		3,142.5		3,197.5		3,217.5		3,262.5		3,292.5		3,312.5		3,280.5		3,248.7		3,217.8		3,221.8		3,209.2		3,263.3				3187.53

				（対前年度伸率） タイド		―		(50.1)		(51.7)		(44.1)		(47.5)		(57.4)		(28.1)		(24.4)		(23.1)		(19.2)		(10.6)		(8.8)		0		(▲ 2)		(▲ 12)		0		0		0.2050440845		0.409249028		(1.3)		(1.4)		(1.5)		(1.6)		(2.1)		(2.9)		(2.6)		(2.6)		(2.6)		0		(1.9)		(2.1)		(2.3)		(1.8)		(0.6)		(1.4)		0.9195402299		0.6074411541		-(1.0)		-(1.0)		-(1.0)		(.1)		-(.4)		(1.7)

		補助金		対前年度伸額 タイドノガク				66		103		133		206		367		283		315		370		380		250		230		0		▲ 65		▲ 331.5		0		0		5		10		33		34		39		42		54		78		70		72		75		0		56		64		72		55		20		45		30		20		-32		-32		-31		4		-13		54

				うち特別補助		―		―		―		―		―		17		31		41		44		65		73		81		100		98		100		105		130		155		185		228		262		301		343		397		475		545		603		669		695		751		815		887		972		1,012		1,064		1,099		1,109		1,113		1,113		1,102		1,102		398		470

				（総額に占める割合）												(1.7)		(2.4)		(2.6)		(2.3)		(2.7)		(2.8)		(2.8)		(3.5)		(3.5)		(4.1)		(4.3)		(5.3)		(6.3)		(7.5)		(9.2)		(10.4)		(11.8)		(13.2)		(15.0)		(17.4)		(19.4)		(21.0)		(22.7)		(23.6)		(25.0)		(26.5)		(28.2)		(30.4)		(31.5)		(32.6)		(33.4)		(33.5)		(33.9)		(34.3)		(34.2)		(34.2)		(12.4)		(14.7)

		補助金額／経常的経費　				7.2		9.6		12.2		13.9		15.7		20.6		23.2		24.9		27.1		28.9		29.5		28.9		26.6		24.4		20.3		19.2		18.2		17.0		16.0		15.0		14.1		13.3		12.7		12.4		12.4		12.1		12.1		12.1		11.8		11.9		12.2		12.2		12.2		12.1		11.9		11.7		11.5		11.1		10.9		10.8		10.7		10.5

		区　　　　　　　　分				45		46		47		48		49		50		51		52		53		54		55		56		57		58		59		60		61		62		63		元		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		13		14		15		16		17		18		19		20		21		22		23		24

		　　　経 常 的 経 費				1,833		2,070		2,461		3,127		4,070		4,892		5,571		6,457		7,299		8,138		8,818		9,804		10,657		11,335		12,026		12,741		13,438		14,368		15,341		16,575		17,934		19,306		20,518		21,359		22,039		23,173		23,785		24,306		24,915		25,188		25,242		25,829		26,230		26,604		27,439		28,147		28,849		29,426		29,786		29,691		30,052		30,449		0				2,969,107,427,567		3,005,209,846,641

		　　　　（補助金）				132		198		301		434		640		1,007		1,290		1,605		1,975		2,355		2,605		2,835		2,835		2,770		2,438.5		2,438.5		2,438.5		2,443.5		2,453.5		2,486.5		2,520.5		2,559.5		2,601.5		2,655.5		2,733.5		2,803.5		2,875.5		2,950.5		2,950.5		3,006.5		3,070.5		3,142.5		3,197.5		3,217.5		3,262.5		3,292.5		3,312.5		3,280.5		3,248.7		3,217.8		3,221.8		3,209.2		3,263.3

		　　　　（補助金以外） ホジョキンイガイ				1,701		1,872		2,160		2,693		3,430		3,885		4,281		4,852		5,324		5,783		6,213		6,969		7,822		8,565		9,587.5		10,302.5		10,999.5		11,924.5		12,887.5		14,088.5		15,413.5		16,746.5		17,916.5		18,703.5		19,305.5		20,369.5		20,909.5		21,355.5		21,964.5		22,181.5		22,171.5		22,686.5		23,032.5		23,386.5		24,176.5		24,854.5		25,536.5		26,145.5		26,537.3		26,473.2		26,830.2		27,239.8

		　　　補 助 割 合				7.2		9.6		12.2		13.9		15.7		20.6		23.2		24.9		27.1		28.9		29.5		28.9		26.6		24.4		20.3		19.2		18.2		17.0		16.0		15.0		14.1		13.3		12.7		12.4		12.4		12.1		12.1		12.1		11.8		11.9		12.2		12.2		12.2		12.1		11.9		11.7		11.5		11.1		10.9		10.8		10.7		10.5





当初～

		私立大学等における経常的経費と経常費補助金額の推移 ケイジョウヒ

																																		　												（単位：億円・％）

		区     　 分 クブン				昭和
45年度		46年度		47年度		48年度		49年度		50年度		51年度		52年度		53年度		54年度		55年度		56年度		57年度		58年度		59年度		60年度		61年度		62年度		63年度		平成
元年度		2年度

		経常的経費				1,833		2,070		2,461		3,127		4,070		4,892		5,571		6,457		7,299		8,138		8,818		9,804		10,657		11,335		12,026		12,741		13,438		14,368		15,341		16,575		17,934

		経常費補助金 ケイジョウヒ		総   額		132		198		301		434		640		1,007		1,290		1,605		1,975		2,355		2,605		2,835		2,835		2,770		2,438.5		2,438.5		2,438.5		2,443.5		2,453.5		2,486.5		2,520.5

				(伸 率)		―		(50.1)		(51.7)		(44.1)		(47.5)		(57.4)		(28.1)		(24.4)		(23.1)		(19.2)		(10.6)		(8.8)		0		(▲ 2)		(▲ 12)		0		0		0.2050440845		0.409249028		(1.3)		(1.4)

				伸 額				66		103		133		206		367		283		315		370		380		250		230		0		▲ 65		▲ 331.5		0		0		5		10		33		34

				う ち         特別補助		―		―		―		―		―		17		31		41		44		65		73		81		100		98		100		105		130		155		155		228		262

																(1.7)		(2.4)		(2.6)		(2.3)		(2.7)		(2.8)		(2.8)		(3.5)		(3.5)		(4.1)		(4.3)		(5.3)		(6.3)		(6.3)		(9.2)		(10.4)

		補助割合 ホジョワリアイ				7.2		9.6		12.2		13.9		15.7		20.6		23.2		24.9		27.1		28.9		29.5		28.9		26.6		24.4		20.3		19.2		18.2		17.0		16.0		15.0		14.1

		平成
3年度 ヘイセイ		4年度		5年度		6年度		7年度		8年度		9年度		10年度		11年度		12年度		13年度		14年度		15年度 ネンド		16年度 ネンド		17年度 ネンド		18年度 ネンド		19年度 ネンド		20年度 ネンド		21年度 ネンド		22年度 ネンド		23年度 ネンド		24年度 ネンド

		19,306		20,518		21,359		22,039		23,173		23,785		24,306		24,915		25,188		25,242		25,829		26,230		26,604		27,439		28,147		28,849		29,426		29,786		29,691		30,052		30,449

		2,559.5		2,601.5		2,655.5		2,733.5		2,803.5		2,875.5		2,950.5		2,950.5		3,006.5		3,070.5		3,142.5		3,197.5		3,217.5		3,262.5		3,292.5		3,312.5		3,280.5		3,248.7		3,217.8		3,221.8		3,209.2		3,263.3

		(1.5)		(1.6)		(2.1)		(2.9)		(2.6)		(2.6)		(2.6)		0		(1.9)		(2.1)		(2.3)		(1.8)		0.625488663		(1.4)		0.9195402299		0.6074411541		(▲ 1.0)		(▲ 1.0)		(▲ 1.0)		0.1		(▲ 0.4)		1.7

		39		42		54		78		70		72		75		0		56		64		72		55		20		45		30		20		▲ 32		▲ 32		▲ 31		4		▲ 13		54

		301		343		397		475		545		603		669		695		751		815		887		972		1,012		1,064		1,099		1,109		1,113		1,113		1,102		1,102		398		470

		(11.8)		(13.2)		(15.0)		(17.4)		(19.4)		(21.0)		(22.7)		(23.6)		(25.0)		(26.5)		(28.2)		(30.4)		(31.5)		(32.6)		(33.4)		(33.5)		(33.9)		(34.3)		(34.3)		(34.2)		(12.4)		(12.4)※

		13.3		12.7		12.4		12.4		12.1		12.1		12.1		11.8		11.9		12.2		12.2		12.2		12.1		11.9		11.7		11.5		11.1		10.9		10.8		10.7		10.5

																																												※復興特別会計を除いて算出 フッコウトクベツカイケイノゾサンシュツ
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「高大接続改革」の必要性 

学力の３要素を多面的に評価する 
 

高校までに培った力を更
に向上･発展させ、社会
に送り出すための

学力の３要素を育成する 

  
● 国際化、情報化の急速な  
 進展 → 社会構造も急速 
 に、かつ大きく変革。 
● 知識基盤社会のなかで、 
 新たな価値を創造していく 
 力を育てることが必要。 
● 社会で自立的に活動して 
 いくために必要な「学力の 
 ３要素」をバランスよく育 
 むことが必要。 
 
【学力の３要素】 
① 知識・技能の確実な習得 
②（①を基にした）思考力、  
 判断力、表現力 
③ 主体性を持って多様な人々  
 と協働して学ぶ態度   

高等学校教育・大学教育・大学入学者
選抜の一体的改革（高大接続改革） 
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「高大接続改革」の議論・検討の経緯等 

中央教育審議会「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学
入学者選抜の一体的改革について（答申）」（平成２６年１２月２２日） 
○ 平成２４年８月の諮問以来、２年４か月余の審議を経て答申。 
○ 今回の答申は、教育改革最大の課題でありながら実現が困難であった「高大接続」改革をはじめ

て現実のものとするための方策として、「高等学校教育」「大学教育」及び両者を接続する「大学入学
者選抜」の抜本的改革を提言するもの。 

「高大接続改革実行プラン」（平成２７年１月１６日）文部科学大臣決定 

○ 高大接続答申を踏まえ、高大接続改革を着実に実行する観点から、文部科学省として今後取り
組むべき重点施策とスケジュールを示したもの。平成２７年１月に文部科学大臣決定として公表。 

「高大接続システム改革会議」（平成２７年３月～） 

○ 高大接続答申・高大接続改革実行プランに基づき、高大接続改革の実現に向けた具体的な方策
について検討。平成２８年３月に最終報告。 

中央教育審議会へ諮問「大学入学者選抜の改善をはじめとする高等学校教育と大学教育の円滑な
接続と連携の強化のための方策について」（平成２４年８月２８日） 

○ 高等学校教育の質の確保・向上、大学の人材育成機能の抜本的強化、能力・意欲・適正を多面
的・総合的に評価しうる大学入学者選抜制度への転換について提言。 

教育再生実行会議「高等学校教育と大学教育との接続・大学入学者選抜の在り方について 
（第四次提言）」（平成２５年１０月３１日） 

○文部科学大臣から中央教育審議会に対し諮問が行われ、中央教育審議会では総会直属の高
大接続特別部会を設置。同年９月から審議を開始。 
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高大接続改革の全体像イメージ（高大接続システム改革会議最終報告より） 
－「高等学校教育」、「大学教育」、「大学入学者選抜」の一体的改革による「学力の３要素」の伸長－ 

◎ 明確な「入学者受入れの方針」に基づき、 
 「学力の３要素」を多面的・総合的に評価する選抜へ改善 
 ※入学希望者に求める能力と評価方法の関係の明確化とそれに基づく選抜 

• 新たな選抜実施ルールの構築 
• 「調査書」の改善や「学修計画書」等の充実 

 
◎ 思考力・判断力・表現力の一層の重視 
 ・ 記述式問題の段階的導入 
     平成３２～３５年度：短文記述式 
     平成３６年度～：より文字数の多い記述式 
 ・ マークシート式問題の改善（平成３２年度～） 
 ・ ＣＢＴの検討・導入（平成３６年度以降の導入を目指す） 
     ※複数回実施については、日程上の課題やＣＢＴの導入、等化等な 
       どを中心として、引き続き検討 
 
 
 

→「最終報告」後、「大学入学者選抜方法の改善に関する 協議」の場で
具体的な在り方を検討（平成３２年度に実施 される選抜から適用） 

高等学校教育改革 

→「最終報告」後、文部科学省において、関係団体等の参画を

得て、実証的・専門的検討、新テストの実施方針（平成２９年度
初頭）に反映 

• 関係省令の改正（「三つの方針」の一体的な策定・公表の制度化） 
                       （平成２８年３月改正、平成２９年４月施行予定） 
• 「三つの方針」の策定・運用に関する「参考指針」の作成（平成27年度中） 
 

・ 各大学において育成を目指す人材像や具体的な教育活動の明確化 
• 入学から卒業までの、大学教育を充実するためのPDCAサイクルを強化 

✔三つの方針（卒業認定・学位授与、教育課程編成・実施、 
 入学者受入れ）に基づく 大学教育の質的転換 

✔認証評価制度の改善 

• 高大接続改革の趣旨を踏まえた評価項目・方法の改善（「三つの方針」
に基づく大学教育の質的転換促進や、内部質保証を重視した評価） 

                （平成３０年度から始まる第３サイクルの評価に反映） 

✔学習指導要領の抜本的な見直し 

✔学習・指導方法の改善 

✔多面的な評価の推進 

• 育成すべき資質・能力を踏まえた教科・科目等の見直し 
 （「歴史総合（仮称）」、「数理探究（仮称）」、情報活用能力を育成する新科目

など） 
• カリキュラム・マネジメントの普及・促進 

• アクティブ・ラーニングの視点からの学習・指導方法の改善 
• 教員の養成・採用・研修の見直し 

• 学習評価の改善 
• 多様な学習成果を測定するツールの充実 
 →「高等学校基礎学力テスト（仮称）」の導入 
    基礎学力の定着度合いを把握し、指導の工夫に生かす仕組み。 
    CBT導入を検討。 
   （平成３１～３４年度：試行実施、平成３５年度～：新学習指導要領に対応） 
 
 
 

 →農・工・商業などの検定試験や英語などの民間検定試験の利活用の促進 

《「学力の３要素」の確実な育
成 》 

《「学力の３要素」の多面的・総合的評価 》 《「学力の３要素」の更なる伸長》 

大学教育改革 
→「最終報告」後、文部科学省において、関係団体等の理解と協力を得
て、 
  実証的・専門的検討、新テストの実施方針（平成２９年度初頭）に反映 

大学入学者選抜改革 

✔ 「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」 の導入 
  （平成３２年度～実施、平成３６年度からは新学習指導要領に対応） 

✔個別入学者選抜の改革 
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Ⅱ-⑤ 国立大学の機能強化 
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第3期中期目標期間に向けた国立大学改革の取組状況 

「ミッションの再定義」開始 

教育再生実行会議第三次提言 
教育振興基本計画､日本再興戦略 
今後の国立大学の機能強化に向けての考え方 
国立大学改革プラン 
➤ 平成26～28年度で新たに12学部設置される（予定含む）など、組織

改革を積極的に実施 

➤ 年俸制(約9,700人)やクロスアポイントメント制度(92人)など、人事･給

与システム改革が進捗 

➤ 国立大学から大学発ベンチャー支援会社等への出資を可能とする

仕組みの創設 

24 
年度 

25 
年度 

26 
年度 

 「日本再興戦略」改訂2014､骨太の方針、科学技術イノベーション総合戦略2014 

今後の国立大学の機能強化に向けての考え方（改訂） 

27 
年度 

国立大学経営力戦略 

国立大学法人等の組織及び業務全般の見直しについて 
➤中期目標原案･中期計画案では､44大学で学部段階の組織再編
が計画されているほか､先進的取組や高い数値目標の設定など､
各大学から意欲的に提案 

第３期中期目標期間における国立大学法人運営費交付
金の在り方について（審議まとめ） 
➤機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、予
算上、三つの重点支援の枠組みを新設 

➤学長のリーダーシップを予算面で発揮し、組織の自己変革や新
陳代謝を進めるため｢学長の裁量による経費｣を区分 

 「日本再興戦略」改訂2015､骨太の方針、科学技術イノベーション総合戦略2015 

中央教育審議会「新たな未来を築くための大学教育の質
的転換に向けて」答申 

28 
年度 第３期中期目標期間 開始 

学校教育法･国立大学法人法一部改正法の施行 
➤大学運営におけるガバナンス改革を促進するため、教授会等の
規定の見直し、国立大学法人の学長選考の透明化等 

◆国立大学における特色ある学部等設置の状況（主なもの） 

国立大学改革のこれまでの動きと主な成果 
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国立大学改革プラン（概要） 

 第３期における国立大学法人運営費交付金や評価の在り方については、平

成２７年度までに検討し、抜本的に見直し 

 改革加速期間中（平成25～27年度）の取組の成果をもとに、 

 各大学が強みや特色、社会経済の変化や学術研究の進展を踏まえて、教育研究組織や

学内資源配分を恒常的に見直す環境を国立大学法人運営費交付金の配分方法等におい

て生み出す 

 新たな改革の実現状況を、その取組に応じた方法で可視化・チェックし、その結果を

予算配分に反映させるＰＤＣＡサイクルを確立する 

自主的・自律的な改善・発展を促す仕組みの構築 

第３期中期目標期間（平成28年度～）には、各大学の強み・特色を最大限に生かし、自ら改

善・発展する仕組みを構築することにより、持続的な「競争力」を持ち、高い付加価値を生

み出す国立大学へ 

学長のリーダーシップにより強み・特色を盛り込んだ中期目標・中期計画に基づき、組織再編、資源配分を最適化 

• 優秀な教員が競い合い人材育成を行
う世界トップレベルの教育研究拠点 

• 大学を拠点とした最先端の研究成果
の実用化によるイノベーションの創出 

• 大学や学部の枠を越えた連携による日本
トップの研究拠点 

• 世界に開かれた教育拠点 
• アジアをリードする技術者、経営者養成 

• 地域のニーズに応じた人材育成拠点 
• 地域社会のシンクタンクとして様々な

課題を解決する「地域活性化機関」 

世界最高の教育研究の展開
拠点 

全国的な教育研究拠点 地域活性化の中核的拠点 

 第３期には、教育研究組織や学内資源配分について恒常的に見直しを行う環境を生み出す 

 第３期には、国内外の優秀な人材の活用により教育研究の活性化につながる人事・給与システムに 

 学長がリーダーシップを発揮し、各大学の特色を一層伸長するガバナンスを構築 

 2020年までに、日本人海外留学者数、外国人留学生の受入数を倍増 

 今後10年間で世界大学ランキングトップ100に我が国の大学10校以上を目指す 

 今後10年で20以上の大学発新産業を創出 

改革加速期間中の 
機能強化の視点 

 強み・特色の重点化 

 グローバル化 

 イノベーション創出 

 人材養成機能の強化 

各大学の 

機能強化

の方向性 

当面の 

目 標 
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 中央教育審議会大学分科会組織運営部会において、学長がリーダーシップを発揮できる体制の整
備や学長の選考方法、教授会の役割の明確化等について検討を行い、平成26年2月12日に大学分
科会で審議まとめ。 

◇ 各大学は、教育・研究・社会貢献機能の最大化のため、本部・部局全体のガバナンス体制を総点
検・見直し。責任の所在を再確認するとともに、権限の重複排除、審議手続の簡素化、学長までの
意思決定過程の確立を図る。 

◇ 国は、学長のリーダーシップの確立と教職員の意識改革のため、効果的な制度改正とメリハリある
支援を実施。 

◇ 社会は、大学と積極的に関わり、学長のリーダーシップを後押し。 

１．学長のリーダーシップの確立 
 

○学長補佐体制の強化（総括副学
長等の設置、高度専門職の創設 
等） 

○予算、人事、組織再編における
リーダーシップの確立  等              

３．教授会の役割の明確化 
 

○教育課程編成、学生の身
分、学位授与、教員の研究
業績審査等を審議  等 

２．学長の選考・業績評価 
 

○選考組織が主体性を持って、
求められる学長像を示し、候
補者のビジョンを確認して決
定 等                             

４．監事の役割の強化 
 

○ガバナンスの監査 
○常勤監事の配置 等 

＜主な内容＞ 

○中央教育審議会大学分科会 審議まとめ 
「大学のガバナンス改革の推進について」26.2.12のポイント 

○副学長の職務内容を見直し、学長の命を受けて校務を分担できることとする 
○教授会は「教育研究に関する事項」について審議し、決定権者である学長等に対して「意見を述べ
る」機関であることを明確化する 

○国立大学法人は、学長選考の基準を定め、選考結果とあわせて公表することとする 
○国立大学法人の経営協議会の外部委員の割合を２分の１以上から過半数とする  等 

平成２７年４月１日より施行 ○学校教育法及び国立大学法人法の改正のポイント 

※独立行政法人通則法の改正に伴い国立大学法人の監事機能を強化(役職員や子法人に対する調
査権限の法定化、任期の延長等) 

大学のガバナンス機能の強化 
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（１）大学等の将来ビジョンに基づく機能強化の推進 
  各大学等の機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援
するため、国立大学法人運営費交付金の中に３つの重点支援の枠
組みを新設 

国立大学経営力戦略（平成27年６月） 

 ○ 我が国社会の活力や持続性を確かなものとする上で、新たな価値を生み出す礎となる知の創出とそれを支える人材育成を担   
  う国立大学の役割への期待は大いに高まっており、「社会変革のエンジン」として「知の創出機能」を最大化していくこと         
  が必要。 
 ○ 国立大学は、法人化のメリットをこれまで以上に生かし、新たな経済社会を展望した大胆な発想の転換の下、新領域・融合 
  分野など新たな研究領域の開拓、産業構造の変化や雇用ニーズに対応した新しい時代の産業を担う人材育成、地域・日本・ 
  世界が直面する経済社会の課題解決などを図りつつ、学問の進展やイノベーション創出などに最大限貢献できる組織へ自ら 
  転換。 
 ○ 各国立大学は、 
  ・ 既存の枠組みや手法等にとらわれない大胆な発想で、学長がリーダーシップとマネジメント力を発揮し、組織全体をリー 
   ドする将来ビジョンに基づく自己改革・新陳代謝を実行 
  ・ 確かなコスト意識と戦略的な資源配分を前提とした経営的視点で大学運営を行うことで経営力を強化。 

 ○ 大学共同利用機関法人は、大学の枠を越えた分野のナショナルセンターとして、研究者コミュニティ全体、大学の機能強化 
  及び社会への貢献を最大化させる役割を果たすため、経営力を強化。 
 ○ 文部科学省は、基盤的経費である国立大学法人運営費交付金の水準を確保しつつ、自己改革に取り組む大学等にメリハリあ 
  る重点支援を実施するとともに、必要な規制緩和を行う。 

また、これらの大学改革を後押しするため、研究成果の
持続的創出のための競争的研究費改革もあわせて実施。 

（２）自己改革・新陳代謝の推進 
 ・ 機能強化のための組織再編、大学間・専門分野間での連携・連合 
 ・「学長の裁量による経費（仮称）」によるマネジメント改革 
 ・ 意欲と能力のある教員が高いパフォーマンスを発揮する環境の整備 
 ・ 経営を担う人材、経営を支える人材の育成確保 

    （３）財務基盤の強化 
      収益を伴う事業の明確化、寄附金収入の拡大、 
      民間との共同研究等の拡大 
 
    （４）未来の産業・社会を支えるフロンティア形成 
      「特定研究大学（仮称）」 
      「卓越大学院（仮称）」 
      「卓越研究員（仮称）」 の創設 

２．具体的内容 

１．基本的考え方 
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  平成２９年４月１日 （ただし、１．（３）については平成２８年１０月１日） 

趣 旨 

概 要 

国立大学法人法の一部を改正する法律案の概要  

１．指定国立大学法人制度の創設   
 

(1) 文部科学大臣による指定 
 

 文部科学大臣は、申請のあった国立大学法人のうち、教育研究上の実績、管理運営体制及び財政基盤を総合的
に勘案して、世界最高水準の教育研究活動の展開が相当程度見込まれるものを、国立大学法人評価委員会の意見
を聴いて、「指定国立大学法人」として指定することができることとする。 
 

(2) 指定国立大学法人に係る中期目標に関する特例 
 

 文部科学大臣は、指定国立大学法人の中期目標を策定・変更するに当たっては、世界最高水準の教育研究活動
を行う外国の大学の業務運営の状況を踏まえなければならないこととする。 
 

(3) 国立大学法人評価委員会への外国人委員の任命 
 

 国立大学法人評価委員会の委員に、大学の運営に関する高い識見を有する外国人を委員に任命できることとす
る。 
 

(4) 指定国立大学法人に関するその他の特例 
 

  ①  研究成果の活用促進のための出資対象範囲の拡大 
  ②  役職員の報酬・給与等の基準の設定における国際的に卓越した人材確保の必要性の考慮 
 

２．国立大学法人等の資産の有効活用を図るための措置  
 

(1) その対価を教育研究水準の一層の向上に充てるため、教育研究活動に支障のない範囲に限り、文部科学大臣
の認可を受けて、土地等を第三者に貸し付けることができることとする。 

 

(2) 文部科学大臣の認定を受けた国立大学法人等に関しては、公的資金に当たらない寄附金等の自己収入の運用
対象範囲を、一定の範囲で、より収益性の高い金融商品に拡大。                                   

                                             我が国の大学における教育研究水準の著しい向上とイノベーション創出を図るため、文部

科学大臣が指定する国立大学法人については、世界最高水準の教育研究活動が展開されるよう、高い次元の目標

設定に基づき、大学運営を行うこととする。また、国立大学法人等の財政基盤の強化を図るための措置を講ずる。 

施 行 期 日 
71 



国立大学法人運営費交付金 

 
○新たな社会経済を展望した大胆な発想の転換の下、学問の進展やイノベーション創出に最大限貢献する組織 
 へと自ら転換する国立大学へ 
 ・新領域・融合分野など新たな研究領域の開拓 ・産業構造の変化や雇用ニーズに対応し、産業を担う人材育成 
 ・地域・日本・世界が直面する経済社会の課題解決 など 

改革の方向性 

 
 

大学ガバナンス改革法の施行(H27年4月)を踏まえ、「国立大学経営力戦略」を策定 
⇒平成28年度からの第3期中期目標期間にその実行を通じてイノベーションの創出のための自己改革を加速。 
 
 
 
 
○各大学の機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、国立大学法人運営費交付金の中に３つの重点支援の
枠組みを新設し、評価に基づくメリハリある配分を実施。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大学の将来ビジョンに基づく機能強化の推進（308億円（新規）） 

重点支援① (構想例) 地域のニーズに応える人材育成・研究を推進 

重点支援② (構想例) 分野毎の優れた教育研究拠点やネットワークの形成を推進 

重点支援③ (構想例) 世界トップ大学と伍して卓越した教育研究を推進 
新領域の開拓、地域ニーズや産業構造の変化に対応した人材育成等を行う組織への転換を促進  

 
 
 
○機能強化のための組織再編、大学間・専門分野間での連携・連合等の促進（積極的な取組への重点支援等） 
○学長裁量経費によるマネジメント改革 
○若手が活躍する組織への転換（教育研究業績・能力に応じた給与体系への転換（年俸制の導入促進等）） 
 
 
 

自己変革・新陳代謝の推進 

新陳代謝を進め、全学的視点での自己改革の実現を支援 
⇒基盤的経費である運営費交付金を確保し、評価に基づき、改革に取り組む大学に重点支援を実施 

平成28年度予算額：10,945億円 
（対前年度同額） 
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Ⅱ-⑦ 私立大学の振興 
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平成28年度予算額  201億円（201億円） 
 

   
  経常費      167億円 （144億円） 
  活性化設備費   23億円 （46億円） 
  施設・装置費     11億円 （11億円） 

私立大学等改革総合支援事業 
○ 高等教育全体の質の向上には、大学の約８割を占める私学の改革支援が急務。 
○ このため、各タイプに対応した改革に全学的・組織的に取り組む大学等に対する支援を強化

するため、経常費・設備費・施設費による一体的支援を実施。 
○ 教育の質的転換の取組について重点的に措置するとともに、高大接続改革に取り組む大学

を追加的に支援（タイプ１）。また、大学の特色に応じて申請できるタイプ２～４も充実。 
○ 対象は、延べ６７０校程度を想定（各タイプ間の重複採択あり） 。 
○  ３年間の事業実績を踏まえて、設備費を縮減する一方、経常費増額により採択校を拡充。 
 

基本スキーム 

 タイプ１「教育の質的転換」（350校） 
 

 全学的な体制での教育の質的転換  
 （学生の主体的な学修の充実等）を支援 
 
 ＜評価する取組（例）＞ 
 ○全学的教学マネジメント体制の構築                                      
 ○シラバスの改善（主体的な学修を促す教育課程の編成） 
 ○学生の学習時間等の把握と充実  
 ○学生による授業評価結果の活用 
 ○外部組織と連携したproject-Based Learningの実施 等  
 
 

 

タイプ２「地域発展」（160校） 

地域社会貢献、社会人受入れ、生
涯学習機能の強化等を支援 

○自治体との包括連携協定の締結 
○全学的地域連携センターの設置 
○地域社会と連携した地域課題解決のため
の教育プログラム 等 
 

タイプ３ 「産業界・他大学等との連携」 （80校） 
 

産業界や国内の他大学等と連携した 
高度な教育研究支援 
○教育面を含む産学連携体制の構築 
○長期インターンシップ 
○交流協定に基づく単位互換の実施・交流実績 
○教育プログラムの共同開発、共同研究、共同FD・
SD 等 

 

タイプ４「グローバル化」（80校） 

国際環境整備、地域の国際化など、
多様なグローバル化を支援 

○実践的な語学教育 
○外国人教員・学生の比率 
○地域のグローバル化への貢献 等 

※三大都市圏（過疎地域は除く）にある収容定員8,000人以上の 
大学等は対象外。 

 高大接続改革に積極的に取り組む 
 大学等を追加的に支援（新規） 
 
＜評価する取組（例）＞ 
○多面的･総合的な入試への転換 
○高等学校教育と大学教育の連携強化 
○アドミッションオフィス等の組織改善 
○追跡調査など選抜方法の妥当性の検証  等 

※必須要件 グローバル化対応ポリシーの策定。 

＋ 
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○１８歳人口の急激な減少を見据え、大学内・大学間でのスピード感ある経営改革を進め、地方に高度な大学機能 
 の集積を図る地方の中小規模私立大学等に対し、「私立大学等経営強化集中支援期間」における集中的支援を行
う。 

 

対 象 期 間  ：平成２７～３２年度（２０２０年度）までの「私立大学等経営強化集中支援期間」 
 

支援対象校：地方の中小規模私立大学等のうち最大１５０校程度  
           ※三大都市圏以外に所在（三大都市圏の定義は首都圏整備法等を活用するが、平成２７年度の対象地域に所在する大
学等は 
             対象とする。） 、収容定員2,000人以下 
           ※管理運営不適正等、情報公開の実施状況、役員報酬額（Bのみ）により不交付・減額等の措置を受ける大学等は対象外 
 

選定・配分  ：経営改革に向けた取組（経営の新陳代謝）を点数化し、獲得点数の多寡等に応じて傾斜配分 
           ※自然的・社会的条件を勘案し、条件不利地域に所在する大学等への加算等を実施 
           ※学校種や大学等の規模、地域のバランスに偏りが生ずる場合には、所要の調整を検討 
 
 
 
 
           

          私立大学等経営強化集中支援事業  平成28年度予算額： ４５億円（４５億円） 

基本スキーム 

主な評価項目例 

◆経営状況の把握・分析 
 ・経営状況の把握・分析等に関するSDの実施  
 ・学部等ごとのSWOT分析等の実施 
 

◆組織運営体制の強化 
 ・経営方針の企画立案等に係る機能の強化 
 ・監査体制の強化 
 

◆学生募集・組織改編 
 ・地域における入学志願動向調査の実施 
 ・定員規模の見直し、学部等の改組(Ｂのみ) 

 

◆他大学等との連携 
 ・共同IR、共同学生募集活動等の実施 
 ・他大学との学内施設等の共同利用 
 
◆地域・産業界との連携等 
 ・地域経済への波及効果の分析 
 ・地方公共団体・企業からの資金提供 

  収容定員充足率 選定率・校数（目安） 配分額 

タイプA（経営強化型） 80%～107% 50%程度・60～70校程度 3,０00万円（平均） 

タイプB（経営改善型） 50%～80% 70%程度・70～80校程度 ３,５00万円（平均） 

◆中長期計画の策定等 
 ・中長期計画の進捗管理と見直し（PDCA） 
 ・中長期計画策定への教職員の参画状況 
 

 ※タイプB 枠での申請には、 
  「経営改善計画」（財務上の数値目標・達成時期を 
  含む中長期計画）の策定・提出を必須とする。 
 

◆人事政策・経費節減等 
 ・人事考課の導入 
 ・経費節減目標の設定 ※法人合併、大学統合等を機関決定する場合 

  には、別枠で加点する。（Ｂのみ） 
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○ 私立大学（短期大学を含む。以下同じ。）は、独自の建学の精神に基づく個性豊かな教育研究を行う機関として発展。
全大学の約８割を占めるなど、我が国の学校教育において大きな役割。今後ともその振興を図っていくことが必要。 
 

○ 一方、私立大学等の現状をめぐっては、全学生の約７割を抱える私立大学の教育等の一層の充実の必要性と同
時に、１８歳人口の減少等による経営困難校の顕在化や、一部私立大学等における管理運営上の不適切事例等、諸
課題が指摘されているところ。 
 

○ これら私立大学等に係る諸課題も鑑みつつ、学校法人のガバナンス、財政基盤の在り方及び経営困難な状況へ
の対応をはじめ、私立大学等の振興に関する総合的な検討を行うため、本検討会議を開催。 

○私立大学等の果たすべき役割 
○私立大学等のガバナンスの在り方 
○私立大学等の財政基盤の在り方 
○私立大学等への経営支援 
○経営困難な状況への対応 
○その他、私立大学等の振興に関すること 

 
○４月１３日に第１回会議開催。以後、約１年間検討。 
○２８年度中に最終とりまとめ。  

○座長：黒田 壽二 金沢工業大学学園長・総長 
○大学関係者、学識経験者、企業関係者、公認会計士・弁護士等により構成 
○合計２１名   

１．趣旨 

２．検討事項（例） 

３．検討スケジュール 

４．委員構成 

「私立大学等の振興に関する検討会議」の開催について 
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